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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
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Society5.0

4

Society5.0 とは

「サイバー空間とフィジカル空間が高度に融合されたシステムにより、経済成長と
社会的課題の両立を目指す人間中心の社会」（第５期科学技術基本計画（2016年１月閣議決定）より） 
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第５期国土交通省技術基本計画の概要

✓ 自然災害・インフラ老朽化
✓ 人口動態の変化・グローバル化の加速
✓ DX, 2050年CNに向けた取組
✓ 新型コロナウイルスによる変化

１．防災・減災が主流となる社会の実現
２．持続可能なインフラメンテナンス
３．持続可能で暮らしやすい地域社会の実現
４．経済の好循環を支える基盤整備
５．デジタル・トランスフォーメーション
６．脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用

による生活の質の向上

１．持続可能な経済成長を支える基盤の整備
２．我が国の技術の強みを活かした国際展開
３．技術を支える人材育成
４．技術に対する社会の信頼の確保
５．技術基本計画のフォローアップ

第2章 社会経済的課題への対応
（具体的な技術研究開発）

第3章 技術政策を推進する仕組み
（横断的施策）

位置付け

構 成

第1章 技術政策の基本方針

計画期間 令和４年度 ～ 令和８年度（５年間）

科学技術・イノベーション基本計画、社会資本整備重点計画、交通政策基本計画等の関連
計画を踏まえ、技術政策の基本方針を示し、技術研究開発の推進、技術の効果的な活用、
技術政策を支える人材の育成等の重要な取組を定めるもの

✓ 強靱性の確保

✓ 持続可能性の確保

✓ 経済成長の実現

✓ 挑戦的な姿勢

✓ ３つの総力
（主体・手段・時間）

✓ 潜在力の引き出し

現状認識

３つの方向性 基本的姿勢 将来の社会イメージ

①国土、防災・減災
②交通インフラ、人流・物流
③くらし、まちづくり
④海洋
⑤建設現場
⑥サイバー空間
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実現を目指す20～30年後の将来の社会イメージ

①国土、防災・減災 ②交通インフラ、人流・物流 ③くらし、まちづくり

④海洋 ⑤建設現場 ⑥サイバー空間
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インフラ分野のＤＸアクションプラン２の策定

○令和４年３月に、各施策の取組概要や具体的な工程を明らかにした「インフラ分野のDXアクショ
ンプラン」を策定。
〇 令和５年８月に第２版に改定。

9

令和2年  7月29日 第1回
—インフラ分野のDX推進本部の立ち上げ

令和2年10月19日 第2回
令和3年  1月29日 第3回

—インフラ分野のDX施策の取りまとめ

令和3年11月  5日  第4回
令和4年  3月29日 第5回

—インフラ分野のDXアクションプランの策定

令和4年  8月24日 第6回
—インフラ分野のDXアクションプランの

ネクスト・ステージに向けた挑戦を開始

令和5年  3月22日 第7回
— 「インフラ分野の DX アクションプラン第２版」とりまとめ に向けて
— インフラ分野の DX アクションプラン第２版 骨子（案）

※４月21日 骨子 記者発表 

令和5年  7月26日 第8回  
 －「インフラ分野の DX アクションプラン第２版」の改定について

インフラ分野のDX推進本部 開催実績
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国土・地域を支える
インフラ

建設業界管理者

デジタル技術

データ取得

データ整形・管理

インフラ分野のＤigital Ｘformation の全体像

Ｄigital Ｘformation

調査・設計・施工・維持管理、災害対応
データ分析・処理

exp) ドローン、センサー

1.「インフラの作り方」の変革

～現場にしばられずに
現場管理が可能に～

通信業界

学術界

組織横断的な取組により
技術の横展開、シナジー効果

2.「インフラの使い方」の変革

～賢く”Smart”、安全に“Safe“、
持続可能に“Sustainable”～

3.「データの活かし方」の変革
サ
イ
バ
ー
空
間

フ
ィ
ジ
カ
ル
空
間

占用事業者

サービス業界
デジタル技術とデータを徹
底活用し、情報の量・質・
時空間の制限を克服

分野網羅的な取組によりインフラ分野全般でDXを推進

計
画

建
設

保
全

運
用

デジタル技術とデータの力で、インフラを変え、国土を変え、社会を変える

フィジカル空間とサイバー空間の融合による

『高質化したインフラ・国土』
でSociety5.0の実現に寄与

・・・

～より分かりやすく、
より使いやすく～

データ利活用

通信・セキュリティ

exp) デジタルツイン、
API、遠隔制御

exp) データ変換
メタデータ作成

exp) AI、ビッグデータ解析

exp) ローカル5G、LPWA
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将来の社会イメージ ⑤建設現場

人手不足の状況下でも生産性・安全性が最大限高まるような建設施工の自律化・遠隔化などが実現する社会
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インフラ分野全般でDXを推進するため 分野網羅的

業
界
内
外
・
産
学
官
も
含
め
て

組
織
横
断
的

に取り組む

に
取
り
組
む

～現場にしばられずに
現場管理が可能に～

分野網羅的、組織横断的に取り組む

1.「インフラの作り方」の変革 2.「インフラの使い方」の変革

データの力によりインフラ計画を高度
化することに加え、i-Construction
で取り組んできたインフラ建設現場
（調査・測量、設計、施工）の生
産性向上を加速するとともに、安全
性の向上、手続き等の効率化を実
現する

インフラ利用申請のオンライン化に加え、
デジタル技術を駆使して利用者目線
でインフラの潜在的な機能を最大限に
引き出す（Smart）とともに、
安全（Safe）で、持続可能
（Sustainable）なインフラ管理・
運用を実現する

「国土交通データプラットフォーム」をハブ
に国土のデジタルツイン化を進め、わかり
すく使いやすい形式でのデータの表示・提
供、ユースケースの開発等、インフラまわり
のデータを徹底的に活かすことにより、仕
事の進め方、民間投資、技術開発が促
進される社会を実現する。

3. 「データの活かし方」の変革

自動化建設機械による施工

ハイブリッドダムの取組による
治水機能の強化と水力発電の促進

地図・地形
データ

気象データ

交通（人流）
データ 防災データ

エネルギー
データ

施設・構造物
データ

国土交通データプラットフォームでのデータ公開

周辺建物の被災リスクも考
慮した建物内外にわたる
避難シミュレーション

３D都市モデルと連携した
３D浸水リスク表示、都市
の災害リスクの分析

データ連携による情報提供推進、施策の高度化

自動化・効率化による
サービス提供

今後、xROAD・サイバーポート（維持管理情報）等と連携拡大

空港における地上支援業務
（車両）の自動化・効率化

VRカメラで撮影した線路を
VR空間上で再現

VRを用いた
検査支援・効率化

～賢く”Smart”、安全に“Safe“、
持続可能に“Sustainable”～

～より分かりやすく、
より使いやすく～

～現場にしばられずに
現場管理が可能に～

公共工事に係るシステム・手続きや、
工事書類のデジタル化等による
作業や業務効率化に向けた取組実施
・次期土木工事積算システム等の検討
・ICT技術を活用した構造物の出来形確認
等

目指す将来像に向けた
インフラ分野のDX

の方向性
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「インフラDXマップ」の作成

活用しているデジタル技術で分類

３
本
柱
の

イ
ン
フ
ラ
分
野
で
分
類

〇 各部局の個別施策について
縦軸 ： ３本柱のインフラ分野で分類

（① インフラの作り方の変革、 ② インフラの使い方の変革、 ③データの活かし方の変革）

横軸 ： 個別施策が活用しているデジタル技術で分類
〇 この分析により、活用が進むデジタル技術の分野など、組織横断的な横共有が可能に

インフラ分野のDXを
進めるためのアプローチ

全施策数 現実空間⇒サイバー空間 サイバー空間の内部 サイバー空間⇒現実空間

データ取得 データ整形・管理 データ分析・処理
通信・

セキュリティ
データ利活用

ドローン・
センシング・
人工衛星・

GNSS

画像取得
 (カメラ)

デジタル
手続

ノイズ除去・
変換

データ管理 統計分析 画像解析 機械学習・
AI

自然言語
処理・
生成AI

通信・
セキュリティ 
(LPWA、

ﾛｰｶﾙ5G等)

ダッシュボー
ド等での可

視化

3次元での
可視化

API連携・
データ提供

データの
機械・

設備への
活用

①インフラの作り方の変革 19 7 5 0 1 1 0 2 3 0 4 11 12 1 15
設計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1
設計・施工 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 7 1 5
施工 11 7 5 0 1 1 0 2 3 0 4 4 4 0 9

②インフラの使い方の変革 37 20 17 6 3 4 3 14 11 0 3 15 5 6 7

運用 26 14 10 6 2 3 1 9 8 0 3 11 3 5 6
インフラ施設の管理・操
作 4 0 1 0 0 0 0 1 2 0 1 2 0 1 1

交通施設の運用・自動
運転 6 4 4 1 2 2 0 3 4 0 1 3 1 2 0

除草・除雪 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 4
災害把握・復旧 6 5 4 1 0 1 1 5 2 0 1 3 2 1 1
書類・手続き 6 1 1 4 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0

保全 11 6 7 0 1 1 2 5 3 0 0 4 2 1 1

③データの活かし方の変革 30 12 7 2 3 9 1 4 5 1 4 21 15 12 5

データの標準化 5 2 3 0 1 0 0 1 1 0 0 4 2 2 1
技術開発・環境の基盤
整備 4 2 1 0 0 1 0 1 1 0 3 1 2 2 2

データの収集・蓄積・連
携 15 5 2 2 2 7 1 2 3 1 1 11 9 8 1

利用者・国民への発信 6 3 1 0 0 1 0 0 0 0 0 5 2 0 1
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組織横断的な
D X 推進体制の強化

大臣官房参事官（イノ ベーション ）グループの誕生

国土交通省では、インフラ分野のDX推進体制を、抜本的に

強化することを目的に、大臣官房にイノベーション担当の参事
官を2023年4月に設置。組織を横断する体制の一角を担いま
す。

あわせて、総合政策局が担ってきた建設機械分野の業務を

大臣官房に移し、土木分野、情報通信分野との連携を強化し
ています。

イン フラ D X の推進体制

新たに設置した参事官は
「インフラ分野のDX推進本部」の事

務局に参画し、これまで、省内の各
部局が個別に取り組んできたデジタ
ル技術と業務変革の知識・経験を集
積し、省内各部局のDXを推進しま
す。

今後、DXの取組をより一層進める
ため、DXの担い手となるスタート

アップの育成や中小工事における
DX導入から、宇宙開発を見越した

技術革新まで、最先端の取り組みを
インフラ分野に導入し、DXによる業
務変革を推し進めていきます。

本部長

技監

本部員

本省関係各課、国土技術政策総合研究所、国土地理院、
土木研究所、建築研究所、海上・港湾・航空技術研究所

副本部長

技術総括審議官、技術審議官、
大臣官房審議官（不動産・建設経済）

事務局（大臣官房）
技術調査課（参事官（イノベーション）グループ）、

公共事業調査室

地域建設業から
宇宙開発まで

D X の推進体制
九州地方整備局には専任の体制を整備整備局

D X により働き方を改善
現場の最前線を担う 出張所

各地方整備局等にインフラDX推進本部を設

置し、取り組みを進めるためのロードマップや、
アクションプラン等を策定し、現場レベルでDX

を推進しています。

例えば、九州地方整備局では、インフラDXの
取り組みを加速化するため、DX専属の組織を

配置し、ゲームエンジンを用いたメタバースの
作成、３Dモデルプリンタデータの公開、バー

チャルツアーの実施など、新しい取り組みを
次々に打ち出しています。

従来の固定席から、フリーアドレスに変更し、
書類のペーパーレス化に取り組み中。
データを一元的に蓄積、処理するGISプラッ
トフォームを導入し、窓口業務のペーパーレ
ス化も実現し、業務の迅速化・効率化を促
進。

会議室

受付窓口

執務室

品川出張所での
対応状況

GISプラットフォーム
を活用した窓口対応

ウェアラブルカメラやトラッキングシステムを
導入し、現場状況や点検の進捗状況をリア
ルタイムに事務所と出張所で共有可能に。
災害時などいざというときに役立てるよう、
日ごろから積極的に活用中。

電動バイク点検員から映像送信
位置もリアルタイムで把握可能

品川出張所（東京国道事務所）

小名木川出張所（荒川下流河川事務所）

メタバースサミットジャパン2023に
九州地整DX担当職員が登壇
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業界を超えて
広がるイン フラ D X

インフラ管理者や利用者が抱える課題をデータの活
用で解決するユースケース開発を土木学会と社会基
盤情報流通推進協議会が実施。

イン フラ データチャレン ジ

i -C o n s t r u c t i o n
東京大学大学院にi-Construction
システム学寄付講座を開設し、IoT

やロボット化技術、システム開発等
により、新たなソリューションを創造。

自
治
体

多くの都道府県・市町村で、

インフラの維持管理、防災対
策などにデジタルツインの活
用がスタート。

My City Construction 等を活
用し、公共工事等で取得した
データのオープン化も続々と。

国土交通省では、「インフラDX大賞」に、「スタート
アップ奨励賞」を追加し、スタートアップ企業の取り
組みを支援。

SBIR制度※を活用し、社会実装に繋げるための
大規模技術実証（フェーズ３）を実施。
※研究開発とその成果の事業化を支援し、イノベーション創出を促進するこ
とを目的とした制度

スタートアッ プ

学ぶ

VRや各種シミュレーションなど
最新技術の習得を目的に、各地
方整備局等にインフラDX人材育
成センターを整備

VRによる橋梁点検研修

人材
育成

宇宙 近い将来の月面での建設活動を目指し、産学官で構成する「宇宙を目
指す建設革新会議」の下、地上の建設技術の基盤技術の確立に向け
た研究開発を「宇宙建設革新プロジェクト」として推進中

日本建設業連合会が建設
DX事例集を公表し、生産性
向上や働き方改革を推進

建設DX事例集

カッ コイイ 最新
技術

東北九州

親子
最新のデジタル技術や建設機械を体験し、
カッコイイ建設現場を、未来の建設業界を担
う子供たちや保護者と一緒に体験！

イン フラ

D X

除雪グレーダシミュレーション
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国土交通省が進める

国土交通省が保有するデータや各種プ
ラットフォームの情報等を一元化。

今後、各種データの直接取得など、利
便性をさらに向上。

国土交通

P L A T E A U
現実の都市をサイバー空間に再現する3D都市
モデルの整備・活用・オープンデータ化を実施。
令和９年度までに500都市で整備を目指す。

海しる
関係府省等が保有す
るさまざまな海洋情報
を集約し、地図上で重
ね合わせて表示。

D i M A P S

地震や風水害などの自然災害

発生時に、現場から災害情報を
収取し、地図上に表示

データプラ ッ トフォーム

データ
プラ ッ トフォーム

ｘ R O A D
道路に関連する様々なデータを集約し、道路
の調査・工事・維持管理・防災等の効率化・高
度化を実現

C Y B E R
P O R T

港湾計画から維持管理までのインフラ情報
を連携し、国及び港湾管理者による適切なア
セットマネジメントに資する情報プラットフォー
ムを整備。

流域治水
イン テリジェン ス

流域に関する様々なデジタルデータが蓄積、共
有されるプラットフォームを構築し、知りたいことが
一目で分かることで、流域治水の自分事化、イン
フラ整備・管理の省人化、高度化を実現。

新たな都市交通調査をみんなで育てていくため、
これを支える場として、 情報交流、ツールの入手、
事例共有、人材育成等を支援。

都市交通調査
プラ ッ トフォーム

※令和5年度中に公開予定

イメージ：ゼンリン３Ｄ地図データ
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３ D データ・

建築・ 都市のD X

B IM /C IM
原則適用開始！

施工業者がBIM/CIMモデルを閲覧・作成でき
る環境をDXデータセンターに整備し、初めて利
用する業者をサポート。

直轄土木業務・工事
において、３次元モ
デルの導入等により、
事業を効率的に推進
するBIM/CIMの適用
をR5.4から原則化。

建物内外からエリア・都市ス
ケールまでの高精細な「デジタ
ルツイン」を構築し、官民の多様
なデータ連携を実現

建築BIMとPLATEAUの連携により
実現する高精細なデジタルツイン

建築BIMとPLATEAUのデータ連携・統合による風
環境シミュレーション

建築BIMやPLATEAU上にある建物等に関する
様々なデータ同士を連携させるキーとして
不動産IDを活用

インターネット

DXデータセンター

・無償・有償ソフトウェア
・高性能仮想PC
・BIM/CIMモデル 等

・・・

デジタル空間の活用

３ D
プリン タ

V i r t u a l  
T o u r i s m

実際の工事現場
で、集水桝や道
路の縁石を製作。
将来的な本格活
用に期待！

メ タバース

水深や飛び石の間隔、木陰の出来
具合などを工事前に具体的に体感

360°カメラやVR、BIM/CIM、UAV等を活用し、建設現場やインフラ施設等のバーチャル見学を実施。

BIMデータ等を活用し、首里城正殿の外観
や内観、復元過程をVRで再現。国営沖縄記
念公園来園者に復元後の景色を疑似体験。

首里城
ダム

災害
復旧

工事現場や
インフラ施
設において、
現地見学に
加え、バー
チャル見学
を実施中。

普段は入れ
ない工事現
場の迫力を
体験可能！

工事完成後のイメージを事前に皆で共有し、
地域のニーズに応えた工事を実現！
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災害対応のD X

点群データをもとに３Dモデルを作成。

クリック一つで簡単に面積や延長の確認、
高さを色で表現することが可能。現場の
被災状況の確認も容易に！

調査

解
析

U A V
長時間連続飛行

L iD A R

TEC-FORCE等の被災状況の確認
は、実際の現場で、赤白ポール等
を使って計測していたが、UAVや
LiDAR等様々な技術により、短時間
で広範囲の調査が可能に！
（参考：国交省ドローン保有台数約550台）

３時間を超える長時間連続飛
行、１時間を超えるレーザー点
群測量飛行に成功！

衛星
ＳＡＲ衛星画像を活用し、
土砂移動箇所を把握。

一部のスマートフォンに搭
載されている高精度なレー
ザー測量装置（LiDARセン
サー）を活用し、安全に、手
軽に、素早く被災状況等を
計測可能。

音響探査
水面下の視認できない被災状況を、
音響探査の画像データで的確に把握。

©JAXA土砂移動箇所

リモート

査定

復旧

遠隔技術支援
現地状況を高精度な３次元データで迅
速に把握し、遠隔による技術支援を実施。

web会議システムを活用し、
リモートで災害査定を実施。
遠隔地や点在する現場をオ
ンラインで繋ぎ、査定時間を
大幅に削減。
効率的な査定により、被災
自治体の負担も軽減。

自動・ 遠隔施工

空
間
再
現

災害の状況を、本当に存在してい
るようなリアリティで再現すること
で、現地に行かなくとも復旧対策
の検討が可能に。

令和２年7月豪雨被災状況

データを活用し、工事全体の生産性向上を目指す
ICT施工のStageⅡを推進中。更に、StageⅢとして
施工の自動化・遠隔化を実装していくことにより、
安全性を確保しながら迅速かつ適確な災害対応が
実現されると共に、通常工事での抜本的な生産性
向上が期待される。
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
19



「i-Construction 2.0」 と 「インフラ分野のDX」

デジタルツイン

データプラットフォーム

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

安
全
・
安
心
の
実
現

占用事業者 等

リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

特車通行手続の
即時処理

河川利用等手続きの
オンライン24時間化

BIM/CIM

i-Construction 2.0 -建設現場のオートメーション化-

ソフトウェア、通信業界、サービス業界

イメージ：ゼンリン３Ｄ地図データ

建機メーカー、建設業界 測量、地質 建設コンサルタント 等

建設機械施工の自動化 デジタルツインを活用した
施工シミュレーション

遠隔臨場
３次元データをやりとりする

大容量ネットワーク

＋

参照資料（2次元図面 等）

3次元設計の標準化

プレキャスト
部材の活用

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

国土交通データ
プラットフォーム

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

設備状況を
リモートで監視可能現

地
確
認

障害発生！

遠隔操作ロボット活用

ＰＬＡＴＥＡＵDiMAPS
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○ 建設現場の生産性向上の取組であるi-Constructionは、2040年度までの建設現場のオートメーション化の実現に向け、i-Construction 2.0として
取組を深化。

○ デジタル技術を最大限活用し、少ない人数で、安全に、快適な環境で働く生産性の高い建設現場を実現。

○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフラを守り続ける。

i-Construction 2.0
で2040年度までに

実現する目標

省人化
・人口減少下においても持続可能なインフラ
整備・維持管理ができる体制を目指す。

・2040年度までに少なくとも省人化3割、
すなわち生産性1.5倍を目指す。

安全確保
・建設現場の死亡事故を削減。

働き方改革・新３Ｋ
・屋外作業のリモート化・オフサイト化。

i-Construction 2.0で実現を目指す社会（イメージ）

第5期技術基本計画を基に一部修正

i-Construction 2.0：建設現場のオートメーション化に向けた取組
（インフラDXアクションプランの建設現場における取組）

遠隔・自動で
完成検査

ICT技術で建設現場
を効率的に管理

AIが工程・安全を
コントロール

建設現場の
完全無人化

非接触で
地質の調査が可能に

ロボットに最適化
された作業環境に

誰でも遠隔でロボット・
建機を操作できる

危険な場所でも
自動で作業できる

無人で道路・橋が
できあがる

i-Construction 2.0 （建設現場のオートメーション化）
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4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

2020 2025 2030 2035 2040

2020年度 約7,509万人 ⇒  2040年度 約6,213万人

2040年度は対2020年度比

約２割減少

【出典】国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来人口推計
（令和５年度推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

生産年齢人口の推移

万人

年度

⑧倒木・倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害

（岩手県岩泉町）

【平成28年台風第10号】

【平成30年台風第21号】

⑥神戸港六甲アイランドに
おける浸水被害
（兵庫県神戸市）

【令和４年８月の大雨】

⑫最上川における浸水被害

（山形県大江町）

【平成28年熊本地震】

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

【令和元年房総半島台風】

【令和元年東日本台風】

⑨千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

【平成30年7月豪雨】

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

鏡池

【平成30年北海道胆振東部地震】

⑦土砂災害の状況

（北海道勇払郡厚真町）

鏡池

【平成29年7月九州北部豪雨】

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

⑩球磨川における浸水被害状況
(熊本県人吉市)

【令和２年７月豪雨】

⑪池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

【令和３年８月豪雨】

いぶり

ゆうふつぐん あつまちょう

おおえまち

おだがわ

いわいずみちょう

おもとがわ

いけまちがわくまがわちくまがわ

【令和５年７月の大雨】

⑬太平川における浸水被害
（秋田県秋田市）

たいへいがわ

⑬

⑭

能登半島地震 （R6.1．1)

（石川県輪島市）TEC-FORCE撮影

災害の激甚化・頻発化

主な災害の発生状況

建設現場を取り巻く背景・課題 ー生産年齢人口の減少・災害の激甚化・頻発化ー

○ 生産年齢人口は2040年度には、対2020年度比で約2割減少と予測。

○ 毎年のように日本各地で自然災害が発生し、被害が激甚化・頻発化。
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【建設後50年以上経過する社会資本の割合】

道路橋
（橋長2m以上）
［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設
［約4万６千施設］

下水道管渠
［約48万km］

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留

施設、臨港交通施設等）
［約6万1千施設］

約30%

約22%

約10%
約8%

約5%

約21%

約55%

約36%

約23% 約23%

約16%

約43%

約75%

約53%

約38%

約44%

約35%

約66%

2020年3月 2030年3月 2040年3月

水道管路
［約74万km］

建設現場を取り巻く背景・課題 ー社会資本の老朽化ー

○ 高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、水道、下水道、港湾等について、建設後50年
以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。

※施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、
ここでは便宜的に建設後50年で整理。
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●i-Construction 2.0の目的や考え方

i-Constructionの目的や考え方 i-Construction 2.0 の目的や考え方

・生産性向上施策 ・省人化対策

・産学官が連携して生産性を高める
・人口減少下における持続的なインフラ整備・管理
（国民にサービスを提供し続けるための取組）

・ICT活用、プレキャスト、平準化をトップランナーと
して実施

・自動化（オートメーション化）にステージを上げる

i-Construction 2.0 建設現場のオートメーション化 （目的・考え方）

○ 2016年から建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指し、建設生産プロセス全体の抜本
的な生産性向上に取り組むi-Constructionを推進。

○ ICT施工による作業時間の短縮効果をメルクマールとした、直轄事業における生産性向上比率（対
2015年度比）は21％となっている。

○ 一方で、人口減少下において、将来にわたって持続的にインフラ整備・維持管理を実施するためには、
i-Constructionの取組を更に加速し、これまでの「ICT等の活用」から「自動化」にしていくことが
必要。

○ 今回、2040年度までに少なくとも省人化3割、すなわち1.5倍の生産性向上を目指す国土交通省の
取組を「i-Construction 2.0」としてとりまとめ公表。

○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフ
ラを守り続ける。
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１ 省人化（生産性の向上）

  生産年齢人口が2割減少することが予測されている2040年度までに、

  建設現場において、少なくとも省人化3割、すなわち1.5倍の生産性向上を実現

２  安全確保

建設現場での人的被害が生じるリスクを限りなく低減し、人的被害の削減を目指す

３  働き方改革と多様な人材の確保

  快適な環境下での作業など、働く環境の大幅な改善を目指す

  時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方や、これまで以上に多様な人材が活躍で

きる場の創出を目指す

４  給与がよく、休暇が取れ、希望がもてる建設業の実現

建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤
となるインフラを守り続ける

i-Construction 2.0が目指す目標
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生産性

２０２３年 ２０４０年

２０２３年時点
での生産性

生産年齢人口減少の
影響を受けた

生産性

建設現場の
オートメーション化

人・日

省人化３割

［建設現場の省人化・生産性向上のイメージ］

i-Construction 2.0 目標設定の考え方 （省人化・生産性向上イメージ）

○ 生産年齢人口の減少や災害の激甚化・頻発化などの環境下でも、将来にわたって社会資本の整備・維持管
理を持続し、国民生活に不可欠なサービスを提供する社会的使命を果たし続けていくためには、施工能力の
確保が必要。

○ 2040年度までに建設現場のオートメーション化を進め、建設現場において少なくとも省人化3割、すなわち
1.5倍の生産性向上。

○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフラを守り
続ける。
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対象工事件数

ICT活用工事実施件数 ICT活用工事による延べ
作業時間縮減効果

×生産性向上比率＝

①直轄ICT活用工事による作業時間縮減効果による生産性向上比率

②単位労働者・時間あたり付加価値額から算出した建設現場の生産性

産出量 （output）

投入量 （input）
生産性 ＝

付加価値額

労働者数×労働時間
＝

2021年度
（2015年度比）

生産性：9.2％

生産性向上比率
約21％

直轄ＩＣＴ工事を対象

統計データ

【単位 人・日】

【単位 円／（人・日）】

③労働時間に基づく建設現場の生産性

生産性 ＝
労働者数×労働時間（2023年）

労働者数×労働時間（n年）

2022年度
（2015年度比）

i-Construction 2.0 効果把握 （案）

○現状の、ICT施工の実施率に基づく直轄工事の時間短縮効果、統計データに基づく把握を
行うなど、様々な観点で調査。
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対象工事
件数

１工事当たりの
延べ作業時間

縮減

【生産性向上比率】

対象工事件数

ICT活用工事実施件数 ICT活用工事による延べ
作業時間縮減効果×生産性向上比率＝

■ICT活用工事による延べ作業時間縮減効果
（2022年度）

※ 活用効果は施工者へのアンケート調
査結果の平均値として算出。

※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合がある

ため、工事期間の削減率とは異なる。

2015年度 2020年度 2022年度 2025年度

ICT活用工事
実施率：約81％

ICT活用工事
実施率：約87％

ICT活用工事
実施件数：
約2,300件

ICT活用工事
実施率：約88％

ICT活用工事に
よる作業時間縮減

効果を用いた
生産性向上比率

＝約17％

縮減縮減

ICT活用工事に
よる作業時間縮減

効果を用いた
生産性向上比率

＝約21％

ICT活用工事に
よる作業時間縮減

効果を用いた
生産性向上比率

＝約23％

ICT土工（例）

建設分野における生産性指標 （直轄ICT工事を対象）

○国土交通省におけるICT施工等の取組を加速化し、直轄事業の建設現場の生産性2割向
上（作業時間短縮効果から算出）を2024年度に実施するなど、ICT施工等により建設現場
の生産性を2025年度までに2割向上させることを目指して取組を進める。

○ ICT活用工事が導入されていない2015年度と比較して、2022年度時点で約21％向上。
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宿泊業

飲食     業

1,957 

建設業

2,945 

卸売業

小売業

4,139 

製造業

6,024 
情報通信業

5,899 

金融業

保険業

8,784 

全産業

4,928 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

労働生産性の比較（2021年）

2,697 

2,870 2,900 2,881 2,914 
2,986 

2,945 

0.0%
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6.8%

8.0% 10.7%
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2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

生産性指標の試算結果
生産性指標

（円/人・時）
生産性向上の割合

【生産性指標の試算結果※】

項目名 統計調査名

産出量（分子） 工事量 国内総生産（実質値：建設業，製造業，全産業）付加価値額 国民経済計算（内閣府）

投入量（分母） 労働者数 就業者数 調査対象：個人 労働力調査（総務省）

労働時間 総実労働時間 毎月勤労統計（厚労省）

＜使用統計＞

※生産性指標（2019～2020年） ：国内総生産（2019～2020年）は確定値ではないため参考値。

【参考：他産業との比較】

産出量 （output）

投入量 （input）

生産性 

（付加価値額）

付加価値額

労働者数×労働時間
＝

【2021年指標値算出例】
28323.8（10億円）

484.9（万人）×1983.6（時間）

＝2945（円 / 人・時間）

建設業
2,945

全産業
4,928

生産性指標
（円／人・時）

単位労働者・時間あたり付加価値額から算出した建設現場の生産性 （統計データ）

○ 各種統計データを用いて民間建設を含む国内の建設業における付加価値労働生産性を試算。

○ 建設現場における付加価値労働生産性は2015年を基準として上昇傾向にあり、2018年や2021年は建設
業の国内総生産の減少等により、1％程度低下したが、堅調に推移している。

○ なお、建設業における労働生産性は他産業と比較して低く、更なる生産性向上が必要。
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建設現場のオートメーション化に向けたトップランナー施策

３．施工管理のオートメーション化（リモート化・オフサイト化）

・BIM/CIMなど、デジタルデータの後工程への活用
・現場データの活用による書類削減・監理の高度化、
検査の効率化

２．データ連携のオートメーション化（デジタル化・ペーパーレス化）

建
設
現
場
の
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
を
実
現

１．施工のオートメーション化

自動施工における
安全ルール策定

自律施工
技術基盤OPERA

・建設機械のデータ共有基盤の整備や安全ルールの策定など自動施工の環境整備を
進めるとともに、遠隔施工の普及拡大やAIの活用などにより施工を自動化

環境整備

建設機械施工の自動化

・リモートでの施工管理・監督検査により省人化を推進
・有用な新技術等を活用により現場作業の効率化を推進
・プレキャストの活用の推進

施工データ共有
基盤整備
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①施工のオートメーション化

AIを活用した
建設現場の最適化

施工データを活用した
施工の最適化

データ共有基盤の整備
（土砂運搬など建機効率化）

現場 建機の双方向でリアルタイムデータ活用

＜ロードマップ＞ 短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度）

施工データの活用

実現

大規模
現場での
自動施工の
実現

最適施工の
実現

安全ルール、施工管理要領等
の技術基準類の策定

自動施工

技術開発

導入工種の順次拡大大規模土工現場での導入試行ダム施工現場等での導入拡大

遠隔施工 通常工事における活用拡大砂防現場における活用拡大

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

自動施工の導入拡大に向けた基準類の策定

○ 建設現場をデジタル化・見える化し、建設現場の作業効率の向上を目指すとともに、現場取得データ
を建設機械にフィードバックするなど双方向のリアルタイムデータを活用し、施工の自動化に向けた取
組を推進する。

【短期目標】 現場取得データをリアルタイムに活用する施工の実現
【中期目標】 大規模土工等の一定の工種・条件下での自動施工の標準化
【長期目標】 大規模現場での自動施工・最適施工の実現
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②データ連携のオートメーション化 （デジタル化・ペーパーレス化）

施工段階

＜ロードマップ＞

３Ｄデータの標準化・
共有基盤の整備

データ活用ツールの
開発・実装

施工管理、監督・検査でのデータ連携設計から施工へのデータ連携

施工管理の高度化、検査の効率化のイメージ

設計データのICT建機への活用

工事積算
システム

発注者

受注者

デジタル
データ

デジタル
データ

デジタル
データ

【データを様々な形で活用】
・各社の工程情報、図面情報を統合表示
・品質、出来形管理図表の自動作成
・デジタルデータの検査活用

設計データの工場製作への活用

設計段階
設計支援
システム

中間
ファイル
データ

データを確認

図面

自動変換

工場製作機械に
インプット

ICT建機の
制御に活用できる設計データ

短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度） 実現

工程情報

デジタル
データ
デジタル
データデータ共有

橋梁工場
製作
データ

自動変換

建設現場の
ペーパーレス

・
シームレスな
データ

共有・連携

プロジェクト全体のデータ共有

現場データ共有基盤

施工管理・監督・検査のためのアプリケーションの開発・実装

ＢＩツールでの監督・検査、書類削減（ペーパーレス化）

データ共有基盤の
整備

3D設計標準化3D設計標準化（主要構造物）

BIM/CIM 属性情報の標準化

出来高情報

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

デジタルツイン 自動設計技術の開発促進・導入デジタルツインの施工計画

設計データの積算への活用

○ ３Dデータの活用などBIM/CIMによりデジタルデータの最大限の活用を図るとともに、現場データの活
用による書類削減（ペーパーレス化）・施工管理の高度化、検査の効率化を進める。
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③施工管理のオートメーション化 （リモート化・オフサイト化）

リモートでの
施工管理
監督検査

＜ロードマップ＞ 短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度） 実現

人の作業を
省力化
快適な

オフィスでの
作業判断
を実現

※ 遠隔臨場  実施要領の策定・原則適用（R6より）

構造物の標準化・モジュール化プレキャスト プレキャストの活用促進

プレキャスト部材の活用

施工管理、監督・検査

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

ロボットによるリモート
設備検査

リモート施工管理
監督・検査

設備点検の一部リモート化技術検証・実証

高速ネットワーク整備 事務所・出張所までの高速化100Gbpsネットワーク整備

DXデータセンター
＠国総研、関東地整

受注者
外部ネット

ワーク

セキュリティ
対策

インター
ネット

発注者
内部ネット

ワーク

最大限のデータ活用を可能
とする高速ネットワーク整備

3次元計測技
術の活用

施工

○ オートメーション化を進めてもなお、建設現場に人の介在は不可欠であり、働き方改革の推進が必須。

○ プレキャスト部材の活用や施工管理、監督・検査等のリモート化を実現することで、現場作業を省力化
するなど、建設現場のリモート化・オフサイト化を推進。
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
34



第５期国土交通省技術基本計画抜粋

② オープンイノベーション、分野間・産学官の連携

イノベーションを巡るグローバルな競争が激化する中、組織外の知識や技術を積極的に取り込むオープンイノベーション
の手法を積極的に活用し、従来の枠を超えた知識や価値を創出していくことが、技術研究開発の推進に当たって極めて

重要である。加えて、デジタル化の加速やDXにより技術革新のサイクルが短縮している現在、ス
タートアップ企業や先端的な中小企業などとの連携、コンソーシアムでの協業が一層重要となっ
ていることにも留意が必要である。

そのため、産学官の人材、知、財（資金）が結集し、共創を誘発するコンソーシアム等の場の形成に引き続き取り組むと
ともに、クラウド技術を活用したデータ共有環境の構築を推進する。

また、基礎研究から応用研究、開発研究へと一方向に進むウォーターフォール型ではなく、相互に作用しながらスパイラ
ル的に進展するアジャイル型の研究開発手法による技術研究開発も増えており、多様な主体を引き寄せる場を形成する
ことがイノベーションの迅速な創出に一層有効となっている。

このように、企業、大学、公的研究機関の間の連携・交流が活発に行われ、ニーズとシーズのマッチングやデータの流

通、ファンディング、知的財産の取扱など、持続的にイノベーションを生み出す環境を形成し、組織の内外の知識や
技術を総動員するオープンイノベーションの手法を積極的に活用していくことにより、技術研究開発を
進め、民間や大学が有する先端技術等の社会実装・普及を推進する。

（略）

第３章技術政策を推進する仕組み（横断的施策）
１.持続可能な経済成長を支える基盤の整備

（１） 先端技術を活用した新たな価値の創出
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BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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予算推移
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BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の概要

＜SIPの仕組み＞ ※赤字はSIP第３期で強化する取組
○総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）が、Society5.0の実現に向けてバックキャストにより、社会的課題の解決や日本経済・
産業競争力にとって重要な課題を設定するとともに、そのプログラムディレクター（PD）・予算配分をトップダウンで決定。

○基礎研究から社会実装までを見据えて一気通貫で研究開発を推進。

○府省連携が不可欠な分野横断的な取組を産学官連携により推進。マッチングファンド等による民間企業の積極的な貢献。

○技術だけでなく、事業、制度、社会的受容性、人材の視点から社会実装を推進。

○社会実装に向けたステージゲートやエグジット戦略（SIP後の推進体制）を強化。

○スタートアップの参画を積極的に促進。

＜各事業期間の課題数・予算額＞

第1期（平成26年度から平成30年度まで5年間）

○課題数：11

○予算額：1～4年目：325億円、5年目：280億円

第2期（平成30年度から令和４年度まで５年間）

○課題数：12

○予算額：1年目：325億円、2～5年目：280億円

第3期（令和５年度から令和９年度まで５年間）

○課題数：14

○予 算：令和5年度予算では280億円を計上。

＜SIPの推進体制＞

ＰＤ（プログラムディレクター）
（内閣府に課題ごとに置く）

総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）

ガバニングボード（CSTI有識者議員）

研究推進法人（PM）

研究開発責任者・実施者（大学、国研、企業、スタートアップ等）

推進委員会
ＰＤ（議長）、サブＰＤ等、関係省庁、研究推進法人、内閣府（事務局）

プログラム統括チーム

プロジェクト推進

政策の企画立案

政府方針
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総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）

内閣総理大臣及び内閣を補佐する「知恵の場」。我が国全体の科学技術を俯瞰し、各省より一段高い立場から、総合的・
基本的な科学技術政策の企画立案及び総合調整を行う。平成13年1月、内閣府設置法に基づき、「重要政策に関する会議」
の一つとして内閣府に設置（平成26年５月18日までは総合科学技術会議）。

１．機能

２．役割
① 内閣総理大臣等の諮問に応じ、次の事項について調査審議。

ア．科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策
イ．科学技術に関する予算、人材等の資源の配分の方針、その他の科学技術の振興に関する重要事項
ウ．研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創出の促進を図るための環境の総合的な整備に関する重要事項

② 科学技術に関する大規模な研究開発その他の国家的に重要な研究開発を評価。
③ ①のア．イ．及びウ．に関し、必要な場合には、諮問を待たず内閣総理大臣等に対し意見具申。

総合科学技術・イノベーション会議有識者議員（議員は、両議院の同意を経て内閣総理大臣によって任命される。）

内閣総理大臣を議長とし、議員は、①内閣官房長官、②科学技術政策担当大臣、③総理が指定する関係閣僚（総務大臣、
財務大臣、文部科学大臣、経済産業大臣）、④総理が指定する関係行政機関の長（日本学術会議会長）、⑤有識者（７名）（任
期３年、再任可）の14名で構成。

３．構成

菅裕明議員
（非常勤）

東京大学大学院
理学系研究科化
学専攻教授

波多野睦子議員      
 （非常勤）

東京工業大学工学
院電気電子系教授

(22.3.6～25.3.5)

(初任：22.3.6）

[関係行政機関の長]

上山隆大議員
（常勤）

元政策研究大学院

大学教授・副学長

(22.3.6～25.3.5)

(初任：16.3.6) 

(22.3.6～25.3.5)

(初任：22.3.6)

篠原弘道議員
(非常勤）

NTT（株）
相談役

(22.3.6～25.3.5)

(初任：19.3.6) 

梶原ゆみ子議員
（非常勤）

富士通(株)

執行役員 EVP CSO 

佐藤康博議員
（非常勤）

(株)みずほフィナ
ンシャルグループ
特別顧問

(21.3.1～24.2.29)

(初任： 21.3.1 ）
(21.3.1～24.2.29)

(初任：18.3.1）

藤井輝夫議員
（非常勤）

東京大学

総長

梶田隆章議員   

（非常勤）

 日本学術会議

会長

(21.3.1～24.2.29)

(初任： 21.3.1 ）
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社会実装に向けた５つの視点：基本的考え方

○ＳＩＰ第３期では、社会実装に向けた戦略として、技術だけでなく、制度、事業、社会的受容性、
人材の５つの視点から必要な取組を抽出するとともに、各視点の成熟度レベルを用いてロードマップ
を作成し、府省連携、産学官連携により、課題を推進。

➢プログラムディレクター（PD）のもとで、府省連携・産学官連携により、５つの視点（技術、制度、事業、社会的
受容性、人材）から必要な取組を推進

➢５つの視点の取組を測る指標として、TRL（技術成熟度レベル）に加え、新たにBRL（事業～）、GRL（制度
～ ）、SRL （社会的受容性～ ）、HRL（人材～ ）を導入。

技術はできても、社会実装につながらないことも

従来のプロジェクト

SIP第３期

社会実装 例：無人自動運転サービスの実現

技術
例：自動運転技術開発

社会実装に向けて技術開発以外の取組が進められていない

社会実装 例：無人自動運転サービスの実現

技術
例：自動運転技術開発

制度
例：関連法令整備

社会的受容性
例：地域関係者の協力

事業
例：事業モデル構築

人材
例：遠隔監視者育成
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ＳＩＰ第３期の課題決定

〇 令和5年度から開始するSIP第3期に向けて、Society 5.0からバックキャストで課題候補を選定し、フィージビリティス
タディ（FS）を実施。

〇 FSの結果を踏まえ、事前評価を実施し、本年1月26日のガバニングボードで、14の課題を決定するとともに、それらの
「社会実装に向けた戦略及び研究開発計画（戦略及び計画）」案を作成。

○ 戦略及び計画案のパブコメ、PDの公募を経て、3月16日に戦略及び計画とPDを決定。

健康寿命が延伸している社会

豊かな食が持続的に

提供されている社会

カーボンニュートラルを実現し

た社会（2050年目標）

循環型の社会レジリエントで安全安心な社会

効率的なインフラマネ

ジメントが進んだ社会

個々に応じた教育、

働く機会のある社会

多様な社会参画が実現している社会

（包摂性を持った社会）

持
続
可
能
な
都
市
や
地
域

総
合
的
な
安
全
保
障
の
実
現

AI・データ・IoT

量子

スマート
モビリティ

プラットフォーム
の構築

バイオ マテリアル

先進的量子技術基盤の
社会課題への応用促進

一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会

【科技イノベ基本計画第1章3.(1)②】

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭な社会

【科技イノベ基本計画第1章3.(1)①】

海洋
安全保障

プラットフォーム
の構築

データ
データ

統合型ヘルスケアシステムの構築 包摂的コミュニティプラットフォームの構築

海洋安全保障プラットフォームの構築

②心身の中リスク者を早期に見
つけ落とさない仕組
プレハイリスク層＋ポピュレーション層
へのアプローチ（新設）

①セーフティネットとしてハイリスク者を守る仕組
（従来から整備）：ハイリスク者へのアプローチ

③well-beingを高める仕組
ポピュレーション層への
アプローチ（新設）

低

中

高

住
民
の
幸
福
度
・
健
康
度

ポピュレーションアプローチとハイリスクポピュレーション
アプローチの二つの機能を持つシステムづくりが重要

要介入支援層
自治体・関係機関との
連携により、より専門
的な支援が必要な層

スマートインフラマネジメント
システムの構築
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ＳＩＰ第３期の課題決定

No. 課題 PD 所属・役職 研究推進法人

１ 豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築
まつもと えいぞう

松本 英三 株式会社 Ｊ－オイルミルズ 取締役常務執行役員 農業・食品産業技術総合研究機構（NARO）

２ 統合型ヘルスケアシステムの構築
ながい りょうぞう

永井 良三 自治医科大学 学長 国立国際医療研究センター（NCGM）

３ 包摂的コミュニティプラットフォームの構築
く の  しんや

久野 譜也 筑波大学大学院人間総合科学学術院 教授 医薬基盤・健康・栄養研究所（NIBIOHN）

４
ポストコロナ時代の学び方・働き方を実現するプラットフォームの
構築

にしむら のりひろ

西村 訓弘
三重大学大学院地域イノベーション学研究科
教授・特命副学長

科学技術振興機構（JST）

５ 海洋安全保障プラットフォームの構築
いしい しょういち

石井 正一 日本CCS調査株式会社 顧問 海洋研究開発機構（JAMSTEC）

６ スマートエネルギーマネジメントシステムの構築
あ さ の ひ ろ し

浅野 浩志

岐阜大学高等研究院特任教授／一般財団法人電力中央研究
所 研究アドバイザー／東京工業大学科学技術創成研究院特任
教授

科学技術振興機構（JST）

７ サーキュラーエコノミーシステムの構築
い と う こうぞう

伊藤 耕三 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 環境再生保全機構（ERCA）

８ スマート防災ネットワークの構築
くすのき こういち

楠 浩一 東京大学 地震研究所 災害科学系研究部門 教授 防災科学技術研究所（NIED）

９ スマートインフラマネジメントシステムの構築
ひさだ まこと

久田 真
東北大学大学院工学研究科 教授／ｲﾝﾌﾗ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究セン
ター センター長

土木研究所（PWRI）

10 スマートモビリティプラットフォームの構築
い し だ は る お

石田 東生
筑波大学 名誉教授／日本大学 交通システム工学科 客員教
授

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

11 人協調型ロボティクスの拡大に向けた基盤技術・ルールの整備
さんかい よしゆき

山海 嘉之

筑波大学 システム情報系教授／サイバニクス研究センター 研究統
括／未来社会工学開発研究センター センター長／CYBERDYNE
株式会社 代表取締役社長 CEO

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

12 バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・ルールの整備
もちまる まさあき

持丸 正明
国立研究開発法人産業技術総合研究所／人間拡張研究セン
ター 研究センター長

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

13 先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進
そうがわ てつおみ

寒川 哲臣
日本電信電話株式会社／先端技術総合研究所 常務理事 基
礎・先端研究プリンシパル

量子科学技術研究開発機構（QST）

14 マテリアル事業化イノベーション・育成エコシステムの構築
き ば しょうすけ

木場 祥介
ユニバーサル マテリアルズ インキュベーター／株式会社 代表取締
役パートナー

物質・材料研究機構（NIMS）
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2015～i-Construction（国交省）
（建設現場の生産性向上）

2014～定期点検1巡目
（近接目視）

2019～定期点検2巡目
（近接目視を補完・代替・充実する技術の活用）

2022点検DBの公表

2024～定期点検3巡目

SIP第1期（2014～2018）
インフラ維持管理・更新・マネジメント技術

革新的な要素技術の開発

インフラ維持管理・更新・マネジ
メント技術の開発【SIP】

（点検・モニタリング・診断技術、構造材
料・劣化機構・補修・補強技術、情報・
通信技術、ロボット技術、アセットマネジメ

ント技術）

SIP第2期（2018～2022）
領域設定なし

建設現場の生産性を飛躍的に
向上するための革新的技術の

導入・活用【PRISM】
〇措置・更新の技術開発
〇iｰConstructionの推進

ICT施工の技術開発

革新的な要素技術の試行

SIP第3期課題候補（2023～2027）
スマートインフラマネジメントシステムの構築

革新的な建設生産プロセスの構築

先進的なインフラメンテナンスサイクルの構築

地方自治体等のヒューマンリソースの戦略的活用

スマートインフラによる魅力的な国土・都市・地域づくり

サイバー・フィジカル空間を融合するインフラデータベース
の共通基盤の構築・活用

インフラそのものをスマート化

マネジメントシステムをスマート化

スマートインフラマネジメントシステムの構築

革新的な要素技術の実装

～2013

2012 笹子トンネル
天井板崩落事故

2013 社会資本
メンテナンス元年

インフラ業界
における

デジタル化の
機運の向上

デジタルデータの全面活用デジタルデータの蓄積・共有デジタル化の開始

Society5.0
の実現へ

2020～インフラ分野のDX（国交省）
（業務、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変革）

（総合知） （未来からのバックキャスト）

（デジタルツイン）

データの共有基盤の構築

※インフラ関連のDPFを例示

インフラ関連のデジタルデータを
格納・共有するためのデータプ
ラットフォームの構築【PRISM】

〇国土交通データプラットフォームの構築
〇xROAD（全国道路施設点検データ
ベース、デジタル道路地図データベース）

建設分野が抱える構造的課題
〇異なる現場ごとの「一品受注生産」、「屋外生産」、「労働集約型
生産」という特徴があること、近接目視等の人手による作業が中心で
あることから、他の産業と比較して、生産性が低い、自動化の遅れ等
の課題がある。

〇建設業界の技術者が少子高齢化の傾向の中で減少傾向にある。

〇高度成長期時代に建設した、老朽化したインフラ構造物が今後
増大。適切に維持管理を進めないと事故の多発等の社会的リスクが
ある。

インフラ分野が解決すべき課題と目指すべき社会像
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スマートインフラマネジメントシステムの構築

スマートシティ官民連携プラットフォーム（https://www.mlit.go.jp/scpf/）

ミッション 目指すべき社会像 ミッション達成のための戦略

インフラ・建築物の老朽化が進む中で、
デジタルデータにより設計から施工、点
検、補修まで一体的な管理を行い、持
続可能で魅力ある国土・都市・地域づ
くりを推進するシステムを構築する

① 持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくり
が進んだ社会

② DX等の革新的技術を活用した建設生産プ
ロセスの全面的な実施が進んだ社会

Society5.0の中核となるデジタルツインの構築を開発のコア
として考え、「未来の建設技術」、「未来のインフラ」、「未来
のまち」をアウトプットとして常にイメージしながら、「技術開
発」「制度」「事業」「社会的受容性」「人材」の5つの視点か
ら現状と問題点を抽出し、解決を図っていく。

未来のまち
（スマートシティ）

未来の建設技術
未来のインフラ（スマートインフラ）

【技術により実現を目指す将来の社会イメージ例】国土交通省 社会資本整備審議会 技術部
会

（https://www.mlit.go.jp/common/001425166.pdf）
内閣府 Society 5.0 未来社会（https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/）

インフラ分野が解決すべき課題と目指すべき社会像
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a-1：建設生産プロセス
全体の最適化を実現する
自動施工技術の開発

サブ課題A：革新的な建設生産プロセスの構築
建設現場の飛躍的な生産性・安全性向上のため、施工の自動化・自律化に向けた技術開発に官民協働で取組む。

サブ課題B：先進的なインフラメンテナンスサイクルの構築
メンテナンスサイクルをデータ共通基盤やデジタルツイン技術と連携してハイサイクル化することにより、イノベーションの加速化を促し、革
新的維持管理を実現する。

サブ課題C：地方自治体等のヒューマンリソースの戦略的活用
人材育成・教育にかかる全国レベルの共通基盤により、多様なスキルを持つ人材の参入、リカレント、リスキリングを促進し、労働力不
足の解消と質的向上を図る。

サブ課題D：サイバー・フィジカル空間を融合するインフラデータベースの共通基盤の構築と活用
プラットフォーム間の連携、シミュレーションのためのモデル化、デジタルツイン群の連携のためのデータ変換・統合、及びそれらの一連のプ
ロセスの自動化を研究開発する。

サブ課題E：スマートインフラによる魅力的な国土・都市・地域づくり
国土・都市・地域の社会経済活動を支えるインフラのwell-beingや災害強靭性を確保するため、グリーンインフラやEBPMによる地域
マネジメント等を研究開発する。

未来のまち
（スマートシティ）

未来の建設技術

未来のインフラ
（スマートインフラ）

 研究開発テーマ（５つのサブ課題）

【Ａ】革新的な建設生産
プロセスの構築

【B】先進的なインフラメンテ
ナンスサイクルの構築

【C】地方自治体等のヒューマ
ンリソースの戦略的活用

【D】サイバー・フィジカル空間
を融合するインフラデータの
共通基盤の構築と活用

【E】スマートインフラによる
魅力的な国土・都市・

地域づくり

②データ連携基盤技術
の開発

③スマートインフラの
マネジメント技術

①スマートなインフラマネジメント技術

a-2：人力で実施困難な
箇所のロボット等による無
人自動計測・施工技術
開発

a-3：トンネル発破等の
危険作業の自動化・無人
化に係る研究開発

b-1：デジタル技術を活
用した診断・評価・予測
技術

b-2：構造物内部や不
可視部分などの変状・予
兆の検知技術

b-3：補修・補強技術の
高度化

c-1：地方公共団体にお
けるインフラマネジメントの
効率化技術

ｄ-1：デジタルツイン群の
構築のためのインフラデータ
ベースの共通基盤の開発

e-1：魅力的な国土・都
市・地域づくりを評価する
グリーンインフラに関する省
庁連携基盤

e-2：EBPMによる地域イ
ンフラ群マネジメント構築に
関する技術
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 研究開発テーマ（５つのサブ課題）

サブ課題 A サブ課題 B

サブ課題 C

サブ課題 D

サブ課題 E
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e-1：魅力的な国土・都市・地域づくりを評
価するグリーンインフラに関する省庁連携基盤

農水省連携

研究開発テーマ（サブ課題間の関係性）

a-1：建設生産プロセス全体の最適化を実現する自動施工技術の開発

【Ａ】革新的な建設生産プロセスの構築
（機械の「自動化・自律化」により建設現場の飛躍的な生産性・安全性向上）

a-2：人力で実施困難な箇所のロボット等による無人自動計測・施工技術開発

a-3：トンネル発破等の危険作業の自動化・無人化に係る研究開発

e-2：EBPMによる地域インフラ群マネジメ
ント構築に関する技術

関係省庁・政府機関
生産性向上

市民、建設分野外の企業
（不動産、モビリティ、医療等）

ドローン・
ロボット操作

各産業を支える基盤の提供

【D】サイバー・フィジカル空間を融合するインフラデータの共通基盤の構築と活用
（「デジタルツイン上でのデータ共通基盤」を構築し、多分野での有効活用と価値向上）

【B】先進的なインフラメンテナンスサイクルの構築
（インフラ状態の精緻な診断によりメンテナンスにおける「予防保全」を実現）

【E】スマートインフラによる魅力的な国土・都市・地域づくり（「国家・都市・地域づくりレベルにおけるマネジメント」によりインフラの新たな価値の創出）

【C】地方自治体等のヒューマンリソー
スの戦略的活用

（「全国レベルの共通基盤」で
リカレント、リスキリングにより労働力

不足・質的向上）

民間事業者安全・安心・快適
（無人化・自動化・自律化）

エンジニアリン

グジャッジ

(human in 

the loop)

点検・モニタ

リングデータ

c-1：地方公共団体におけるインフラ
マネジメントの効率化技術

自治体

インフラマネジメ
ントの高度化

b-2：構造物内部や不可視部分などの変状・予兆の検知技術

b-1：デジタル技術を活用した診断・評価・予測技術

b-3：補修・補強技術の高度化

d-1：デジタルツイン群の構築のためのインフラデータベースの共通基盤の開発

インフラ
管理者

ハイサイクルシミュレーション

データ標準化、メタデータ付与

企業（設計、施工、維持管理）

インフラ管理者
利用者の用途に応じた解像度、手法の異なる結果の提供

点検・診断
の高度化

長寿命化

防災 交通

環境 医療

BIM/CIM

人材要件提示

人材要件提示他分野データ

人材要件

提示
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■社会実装に関わる現状・問題点
⚫建設現場では、人手による作業が中心であり、他の産業と比較して、生産性が低く、自動化が遅れている。更に、建設業界の技術者が少子高齢化の傾

向の中で減少傾向で、社会基盤を支えるインフラの使命が果たせなくなる恐れがある。
⚫高度成長期時代に建設した、老朽化したインフラ構造物が増大し、適切に維持管理を進めないと事故の多発等により社会経済活動に影響がある。
⚫人口減少・高齢化に加え、都市交通の混雑や社会インフラの老朽化、資源不足、災害などの日本が抱える様々な社会課題の解決が必要

■ミッション
⚫ インフラ・建築物の老朽化が進む中で、デジタルデータにより設計から施工、点検、補修まで一体的な管理を行い、持続可能で魅力ある国土・都市・地

域づくりを推進するシステムを構築し、効率的なインフラマネジメントが進んだ社会を実現
➢新たな社会「Society5.0」が目指す「未来のまち」の基礎となる「未来のインフラ」の実現  →  インフラ分野と融合した「Society5.0」を実現した社会 ／ 

DX等の革新的技術を活用した建設生産プロセスの全面的な実施が進んだ社会

 ５つの視点に基づく戦略策定
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BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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SBIR建設技術研究開発助成制度

○ 建設分野における技術革新（イノベーション）の推進等に資する技術開発テーマを国土交通省が示し、スタートアップや中小企業等の
先駆的な研究を公募・選抜し、優れた研究課題に対して助成を行う制度。

○ 中小企業やスタートアップ（SU）企業を対象とする「中小・SU企業タイプ」、個人研究者等を対象とする「一般タイプ」の２区分にて
助成を行う。

制度概要

本制度における支援の流れ

多段階選抜方式により、フェーズ１からフェーズ２を一貫して支援

公 募

事前調査（助成1年目）

幅広く案件を採択し、F/S（feasibility study）を実施

• 最大交付可能額：500万円

• 期 間：１年間

技術研究開発（助成2年目以降）
より優れた案件が、本格的に技術研究開発を実施

• 最大交付可能額：2,000万円（2年間の総額）

• 期 間：1年～2年

（絞込）

フェーズ３（実証）／ 実用化へ

（審査）
フェーズ１

フェーズ２

※中小・SUはフェーズ1から支援

常温アスファルト合材を下地とした大形床タイル張り
企業名：株式会社 テックタイリング
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SBIR建設技術研究開発助成（令和６年度採択）

【公募テーマ】

分類 件数

新規 継続

工程短縮 ３ １ ２

省力化 １３ ６ ７

安全性向上 ３ １ ２

品質向上 ９ ３ ６

環境負荷低減 １１ ７ ４

長寿命化 ３ ２ １

計 ４２ ２０ ２２

＜i-Construction の推進やカーボンニュートラルの実現に資する技術開発＞

新しい工法や材料を活用し、建設分野における生産性向上やカーボンニュ ートラルの実現に資する技術開発

・新しい工法・装置・仕組みの導入や材料の高機能化などによる工程短縮、省力化、コスト削減等に資す
る技術開発

・作業の自動化や材料の高機能化などによる安全性、品質の向上に資する技術

・省CO2に資する材料等の開発や活用に係る技術開発

・インフラ・建設分野での環境負荷低減や長寿命化に係る技術開発 等 

【令和６年度採択課題】

R3補正：__0百万円、R4当初：140百万円、
R4補正：120百万円、R5当初：105百万円、
R5補正：220百万円、R6当初：135百万円

52



BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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ＳＢＩＲフェーズ３基金事業（中小企業イノベーション創出推進事業）について

スタートアップを育成する際、公共調達の活用が重要であり、公共調達を見据えた技術開発支援で
あるSBIR制度（Small/Startup Business Innovation Research）に基づく「指定補助金等」の対象・規模を
抜本的に拡充。

ビジネスアイディアの FS 調査段階（「フェーズ１」）、実用化に向けた研究開発段階（「フェーズ２」）の

支援の拡充に加え、新たに先端技術分野における大規模技術開発・実証段階（「フェーズ３」）も支援
対象に追加する。

フェーズ１
（PoC・F/S支援）

フェーズ２
（実用化開発支援）

フェーズ３【新設】
（技術実証等）

出口の市場
(ゴール)

政府調達市場
等【内閣府】フェーズ３

大規模技術実証支援・
トライアル発注・

生産設備投資支援
政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

研究開発

課題設定

※SBIR指定補助金
等は、公募段階か
ら政策ニーズ・調達
ニーズに基づく研
究開発課題を設定

【SBIR指定補助金等】

研究開発支援等 政府調達等

【SBIR政府調達手続の特例】

①一般競争入札におけ
る入札参加資格の
特例

②随意契約の特例

ＳＢＩＲ制度の抜本拡充

施策の目的

施策の概要

施策の具体的内容

令和４年度補正予算額 2,060億円（うち、国交省303.1億円）

【現行制度】
フェーズ１：研究開発課題の内容を前提に、技術・シーズに基づくアイデアの検証を実施
フェーズ２：フェーズ１で実施したアイデアの検証結果を踏まえた 研究開発を実施

フェーズ１

フェーズ２
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内閣府より予算移替え

→4/18基金造成
（303.1億円）

(

一
社)

低
炭
素
投
資
促
進
機
構

7/31採択

運
営
支
援
法
人

【防災・インフラ
マネジメント】

【国際競争力強化に資
する交通基盤づくり】

【安全・安心な
公共交通等】

土木研究所
<委託額4.47億円>

海上・港湾・航空
技術研究所

<委託額1.6億円>

PwCコンサルティング
<委託額4.04億円>

昨年８月から公募を開始、順次審査、採択手続きを実施
本年３月末までに下記の13公募テーマで49プロジェクト採択

事業期間は最長で令和10年３月まで（補助金交付額288.4億円）

基
金
管
理
業
務
以
外
の
事
務
を
委
託

①-1：

①-2：

①-3：

①-4：

①-5：

②-1：

②-2：

②-3：

③-1：地域公共交通に対応した自動運転技術実証

③-2：

③-3：

③-4：

公募テーマ

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
（
補
助
率

％
）   

中
小
企
業
・
み
な
し
大
企
業

（
補
助
率
50

％)

大
企
業
・
学
術
機
関

（
補
助
対
象
外
）

100

補助金交付

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

国
交
省
・
基
金
設
置
法
人
に
よ
る
公
募

・
審
査
・
採
択
・
進
捗
管
理
等
を
支
援

基
金
設
置
法
人 ②-4：

建設施工・災害情報収集における高度化
（省力化・自動化・脱炭素化）の技術開発・実証

デジタルツインを活用した公共構造物（道路・河川）
の維持管理手法の技術開発・実証

都市デジタルツインの技術開発・実証

次世代機器等を活用した河川管理の監視・観測の高度化
に資する技術開発

次世代機器等を活用した
道路管理の監視・観測の高度化に資する技術開発

船舶の係留施設への衝突リスク低減に資する安全かつ効率的な
離着岸の実現に向けた技術開発・実証

海運DX促進に向けた海運関係データ
連携基盤の開発・実証

鉄道施設の維持管理の効率化・省力化に資する
 技術開発・実証

鉄道駅における安全性向上のための案内サービスの充実
に係る技術開発・実証

AUV（自律型無人潜水機）・ROV（遠隔操作型無人潜水機）を
活用した港湾鋼構造物の点検効率化・高度化に関する技術開発・実証

ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化に関する
技術開発・実証

空港業務の生産性向上に関する技術開発・実証

ＳＢＩＲフェーズ３基金事業の運用状況
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ＳＢＩＲ・フェーズ３ 採択プロジェクト一覧 ①

公募テーマ 採択課題 実施主体 交付上限額[百万円]

建設施工・災害情報収集にお
ける高度化（省力化・自動
化・脱炭素化）の技術開発・
実証

⚫ 建設機械施工の自動化・自律化 （株）ＤｅｅｐＸ 300.0 

⚫ ＡＩ／ＩＯＴを活用した豪雪地の除雪作業の効率化とレジリエンス向
上による働き方改革

（株）建設ＩｏＴ研究所 130.5 

⚫ 中小規模施工業者向け建機遠隔化・自動化・省人化システム拡販事業
の創出

ＯＲＡＭ（株） 67.2 

⚫ 建設用３Ｄプリンタによる施工技術パッケージの開発とＤＢ及びプ
ラットフォームの構築

（株）Ｐｏｌｙｕｓｅ 300.0 

⚫ 熟練オペレータ並の操作を実現するデジタルツイン上での強化学習プ
ログラムとＶＲ技術の熟成事業

（株）Ｃｒａｃｋｉｎ 295.1 

⚫ インフラ設備の高効率巡視作業用小型ドローンとスウォーム飛行技術
の開発

（株）Ａｕｔｏｎｏｍｙ ＨＤ 43.0 

⚫ 長距離飛行ドローン（バッテリー駆動）による安全、自動、簡単な河
川巡視の実現

ルーチェサーチ（株） 50.0 

⚫ 山間部においても長時間かつ降雨下で飛行可能な機体の開発 ライセン（株） 50.0 

⚫ 転圧温度管理ＡＩ／ＩｏＴシステム （株）Ｍｏｍｏ 295.8 

⚫ 地山形状や建機状況のリアルタイムな三次元可視化による施工管理の
高度化

（株）ＤｅｅｐＸ 300.0 

⚫ 建設現場における施工管理の省力化・高度化技術の開発 （株）Ｌｉｂｅｒａｗａｒｅ 91.4 

⚫ ＨＭＳ社３Ｄセンサによる画期的な配筋検査自動化システム開発と建
設ＲＸコンソーシアム分科会活動を通じた建設業界での検証・普及

ＨＭＳ（株） 473.0 

⚫ 導入維持の低コスト化を実現する高出力・高感度・双方向・マルチ
ホップ・マルチチャネル対応ＬＰＷＡを用いた多様なセンサと接続可
能な無線端末及び高信頼性・高セキュリティなセンサネットワークシ
ステムの開発実証

（株）フォレストｼ 260.3

⚫ 防災・インフラマネジメントサービスの大規模展開を可能とする無線
センサネットワーク技術の開発・実証

ソナス（株） 271.6 

⚫ フレキシブル太陽電池と蓄電池による直流高効率電源スポット（臨時
電源スポット）の開発・実証

ＤＣ Ｐｏｗｅｒ Ｖｉｌ.．（株） 73.1 

小計 3,001.0

分野① 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメントに向けた技術の開発・実証
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公募テーマ 採択課題 実施主体 交付上限額[百万円]

デジタルツインを活用し
た公共構造物（道路・河
川）の維持管理手法の技
術開発・実証

⚫ 簡便な３次元計測機器を用いた自治体の中小構造物の状況把握・維持管理手法
の開発

（株）ベイシスコンサルティング 863.5 

⚫ 橋梁・トンネル・道路等インフラメンテナンスのためのデジタルツイン・プ
ラットフォームのシステム及びインフラ基盤の開発・実証・商用化

（株）ＳＹＭＭＥＴＲＹ 118.0 

⚫ 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメント技術の開
発・実証

エアロセンス（株） 542.3 

⚫ 「事後保全」から「状態監視保全」へ次世代水空ドローンによる河川状態監視
と保全プロジェクト

（株）プロドローン 980.1 

⚫ 地方自治体を対象としたＤＳ活用型道路インフラメンテナンスサイクルの支援 （株）ｅｎ 295.1 

⚫ 公共構造物（道路・河川）の効率的な維持管理のための全自動３Ｄモデリング
技術の開発

ＤａｔａＬａｂｓ（株） 331.4 

都市デジタルツインの技
術開発・実証

⚫ ３Ｄ都市モデル自動作成・自動更新システムの開発及び実証 （株）リアルグローブ 850.0 

⚫ ＡＩ技術を活用した高精度デジタルツインの構築 （株）スペースデータ 700.0 

⚫ ３Ｄ都市モデルに対応した次世代ＷｅｂＧＩＳエンジンの開発と社会実装 （株）ユーカリヤ 1,825.0

次世代機器等を活用した
河川管理の監視・観測の
高度化に資する技術開発

⚫ 低コスト浸水センサの技術開発及び安定供給事業 ゼロスペック（株） 33.9 

⚫ 人工衛星と物理モデルを用いた次世代洪水・土砂災害予測システムの開発 （株）Ｇａｉａ Ｖｉｓｉｏｎ 297.9 

⚫ ＳＡＲ衛星データを活用した浸水・土砂災害支援システム構築 衛星データサービス企画（株） 197.6 

次世代機器等を活用した
道路管理の監視・観測の
高度化に資する技術開発

⚫ 中性子線を活用したコンクリート橋の塩分濃度非破壊検査装置の開発、高度化、
実用化

（株）ランズビュー 419.7 

⚫ しなやかな都市インフラ管理を支えるデジタル基盤の構築
（株）アーバンエックス
テクノロジーズ 277.3 

⚫ 舗装・橋梁の日常管理の効率化と災害時対応の迅速化に向けた技術開発および
サーバー実装

（株）スマートシティ技術研究所 304.5 

⚫ 道路インフラ向けＩｏＴマルチセンシング式接合部計測型締結デバイスによる
健全性遠隔モニタリングシステムの開発事業計画

（株）ＮｅｊｉＬａｗ 327.8 

⚫ ＳＡＲ衛星データを活用した道路点検支援システムの構築 衛星データサービス企画（株） 353.1

⚫ ＨＤマップを活用した小型ＳＡＲデータ位置情報の高精度化による道路管理の
効率化

ダイナミックマップ
プラットフォーム（株） 133.2 

⚫ ＡＩカメラと自動車プローブデータの融合による全国リアルタイム交通流分析
システム

ＬｏｃａｔｉｏｎＭｉｎｄ（株） 818.8 

小計 9,669.0

分野①合計 12,670.0

ＳＢＩＲ・フェーズ３ 採択プロジェクト一覧 ②

分野① 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメントに向けた技術の開発・実証
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公募テーマ 採択課題 実施主体 交付上限額[百万円]

分野② 国際競争力強化に資する交通基盤づくりに向けた技術の開発・実証

空港業務の生産性向上に関する技術
開発・実証

⚫ 空港業務の人手不足の抜本的解決に向けたアバターロボットの大規模実証 ａｖａｔａｒｉｎ（株） 521.0

⚫ 空間ＩＤを活用した空港内情報集約基盤「ＶＩＰＳ」の開発
ダイナミックマップ
プラットフォーム（株） 275.0

ＡＵＶ（自律型無人潜水機）・ＲＯ
Ｖ（遠隔操作型無人潜水機）を活用
した港湾鋼構造物の点検効率化・高
度化に関する技術開発・実証

⚫ 小型ＡＵＶを用いた日常的な港湾構造物点検システム開発 （株）ＦｕｌｌＤｅｐｔｈ 200.0

⚫ 水中吸着ドローンによる自律非破壊検査
Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ Ｈａｎｄｓ
（株） 200.0

ドローンを活用した港湾施設の点
検・調査効率化に関する技術開発・
実証

⚫ ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化に関する技術開発・実証 （株）プロドローン 150.0

⚫ ドローンによる港湾施設の点検・維持管理の効率化と、災害時においても
現状把握できる可視化の仕組みの技術開発・実証

（株）ＤＡＯＷＯＲＫＳ 60.0

⚫ ドローンを用いた港湾施設の自動化点検システムの開発 （株）Ｆｌｉｇｈｔ ＰＩＬＯＴ 60.0

⚫ 港湾点検・巡視の効率化と迅速化を目的としたドローンの活用及び映像解
析ＡＩの開発

（株）ＮＴＴ ｅ－Ｄｒｏｎｅ
Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 20.0

船舶の係留施設への衝突リスク低減
に資する安全かつ効率的な離着岸の
実現に向けた技術開発・実証

⚫ 港湾プラットフォーム構築プロジェクト アイディア（株） 130.0

⚫ 新しい会場デジタル通信規格「ＶＤＥＳ」を用いた、安全かつ効率的な離
着岸技術の開発

フューチャークエスト（株） 130.0

分野②合計 1,746.0

公募テーマ 採択課題 実施主体 交付上限額[百万円]

分野③ 安全・安心な公共交通等の実現に向けた技術の開発・実証

地域公共交通に対応した自動運転技
術実証

⚫ 自動運転システムのための認証可能な開発運用統合フレームワーク及びこ
れに対応した自動運転パッケージの構築

（株）ティアフォー 7,700.0

海運ＤＸ促進に向けた海運関係デー
タ連携基盤の開発・実証

⚫ 汎用的な海運データ連携基盤および課題解決機能の開発・実証 アイディア（株） 470.0

鉄道施設の維持管理の効率化・省力
化に資する技術開発・実証

⚫ 鉄道環境に対応したドローンを用いた鉄道点検ソリューションの構築 （株）Ｌｉｂｅｒａｗａｒｅ 5,200.0

⚫ 光技術（レーザー等）を活用した鉄道施設の維持管理に係る技術実証 （株）フォトンラボ 600.0

鉄道駅における安全性向上のための
案内サービスの充実に係る技術開
発・実証

⚫ ビーコンサービスのフィールドトライアルと行動推定基盤の開発 （株）ビークルー 300.0

分野③合計 14,270.0

ＳＢＩＲ・フェーズ３ 採択プロジェクト一覧 ③
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BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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国土交通省のBRIDGE対象施策（研究開発型）

対象施策名 PD（プログラムディレクター）
配分額

（百万円）
配分機関（百万円）

令和６年度当初予算 1,961

継続

インフラ分野のDXの推進
～デジタイゼーションからデジタライゼーション そしてDXへ～

国土技術政策総合研究所
所長 佐々木 隆

382
本省大臣官房（192）

国土技術政策総合研究所（190）

地方自治体における新技術・人的資源の戦略的活用に向けた取組
国土交通省総合政策局
公共事業企画調整課
課長 齋藤 博之

70 本省総合政策局(70)

都市デジタルツインの実現
国土交通省都市局

国際・デジタル政策課
課長 武藤 祥郎

250 本省都市局（250）

住宅・社会資本分野における人工衛星等を活用した リモートセンシング技術の社会実装
国土技術政策総合研究所

所長 佐々木 隆
237

国土技術政策総合研究所（177）
（国研）建築研究所（61）

局地的・突発的な荒天対策のためのスタートアップとの連携：AIを用いたリアルタイム防災
フィールド構築

京都大学 防災研究所
教授 竹見 哲也

92 気象庁気象研究所（92）

革新的な統合気象データを用いた洪水予測の高精度化
九州大学

名誉教授 小松 利光
193 九州地方整備局（193）

ダム運用高度化による流域治水能力向上と再生可能エネルギー増強の加速化プロジェクト
国立研究開発法人海洋研究開発機構

付加価値情報創生部門
部門長 堀 宗朗

198 本省水管理・国土保全局（198）

IDR4Mの全国展開の加速化プロジェクト
国立研究開発法人海洋研究開発機構

付加価値情報創生部門
部門長 堀 宗朗

214 本省水管理・国土保全局（214）

新規

CO2排出削減効果の定量化による公共調達のGXの推進
国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター
研究センター長 塩井 直彦

75 国土技術政策総合研究所（75）

建設機械施工のオートメーションハブの構築
国土交通省大臣官房参事官

参事官 森下 博之
100

本省大臣官房（５９）
国土技術政策総合研究所（１）

近畿地方整備局（２０）
中国地方整備局（２０）

港湾施設の被災状況把握・利用可否判断の迅速化
京都大学経営管理大学院

 客員教授 小野憲司
150

（国研）海上・港湾・航空技術研究所
港湾空港技術研究所（150）

令和５年度補正予算 800

継続 生成AIを活用したインフラ施設管理高度化AIの開発効率化
国土交通省 大臣官房

参事官(イノベーション) 森下 博之
800

本省 技術調査課（189）
（国研）土木研究所（611）
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国土交通省のBRIDGE対象施策（システム改革型）

対象施策名
配分額

（百万円）
配分機関（百万円）

令和６年度当初（新SBIR制度加速化事業） 80

継続 交通運輸技術開発推進制度（SBIR 省庁連携型） 80 総合政策局技術政策課（80）

令和５年度補正（標準活用加速化支援事業） 505

新規

航空機・装備品の環境新技術に関する国際標準化 190
本省航空局(190)

経済産業省製造産業局

水防災分野の国際標準化 105 本省水管理・国土保全局(105)

建設機械のDX・GXに係る国際標準化 30 本省大臣官房（30）

建築分野における国際規格の開発・整備の推進 180
国土技術政策総合研究所（107）

（国研）建築研究所（73）
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【１年目の研究成果】

１）被災状況（インフラ・市街地・建築物）の把握手法の開発
•光学・SAR衛星画像を用いた河川管理施設の変状の抽出（①）
• SAR衛星画像を用いた河川水位の推定（②）
•衛星測位データによる地震時における建築物の変位量の算定（⑥）
•赤外衛星画像による火災の検出技術（⑧）
等

２）小型SAR衛星コンステレーションへの適応技術等の開発
•ダムの変位計測の精度向上を可能とするリフレクターの開発（④）
•地理空間データの最新化による建物被害解析精度の向上（⑦）
等

３）現場実務に直結する「技術基準」・「標準仕様」への反映
•利用目的に応じた衛星画像の選定の考え方の整理（③）
•各道路被災事象（路面段差等）を抽出可能な解析手法等の整理（⑤）
等

住宅・社会資本分野における人工衛星等を活用したリモートセンシング技術の社会実装

水際の位置を検知

SAR画像 SAR画像から水際の位置を検知

水際の検知位置と地形データ
を照合し、水位を推定

水際の検知位置

水面下を含めた詳細な
河道内の地形データ

調査適用範囲のイメージ

標準仕様(案)のイメージ（⑤） リフレクター形状の検討（④）

SAR衛星画像を用いた河川水位推定（②）

地震計

集
録
装
置

受信機

アンテナ

測位衛星

平時 地震時

建物の水平変位直接計
測

衛星測位データによる地震時における建築
物の変位量の算定（⑥）
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生成AI

生成AIを活用したインフラ施設管理高度化AIの開発効率化

様々な環境条件を設定し、
それに応じた災害・障害
発生時の映像データを生成

①

②

異常
正常

AIカメラの学習に活用

計算機上で設備の不具合を再現し、
障害発生時の振動データを生成

故障予兆検知AIの学習に活用

異常事象を検知するAIの開発効率化

各種計測装置を設置

ポンプ主軸
渦電流変位計

社会実装方策

大量の学習用データセットを用いて国研
や民間企業(メーカ、ソフトベンダ等)が
「インフラ施設管理高度化AI」等を開発
（既存AIシステムの強化）

・インフラ施設において、設備の老朽化、点検業者の不足等が深刻化しており、インフラ施設管理の高度化が建設業にとって喫緊の課題となっている。（次ページ参照）
・高度化を図るにあたっては、人間が行っている作業を代替し、生産性の向上や労働力不足の解消を可能とする、AIの活用が期待されている。
・一方で、AIの開発にあたっては大量のデータでAIを鍛える必要があるものの、排水機場ポンプなど非常用設備の故障・障害や自然災害等による構造物の損傷・破壊など、
通常のあるべき姿と異なる異常事象の発生前後のデータ（センサデータ、映像等）については、蓄積が少ないことがAI開発のボトルネックとなっている。
・また、現場に最適な技術を選定するためには、実現場での施工データや新技術の技術情報データをもとに技術比較することがボトルネックとなっている。
・そこで、生成AIを活用して不足しているデータを生成し、設備の故障・障害の発生予兆検知や寿命予測、構造物の被災事象検知などインフラ施設管理の高度化
を実現するAIの開発を効率化・加速化する。

①非常用設備の故障予兆検知・寿命予測AIの開発促進

②構造物の損傷・破壊状況・規模の高度検知AIカメラの開発促進

③現場条件に適した新技術の抽出と比較表作成の自動化・省力化

インフラ施設管理の高度化を実現するAIの開発が効率化・加速化することによって、老朽化が進む設備インフラの維持管理や更新の高度化を図るとともに、
様々な環境条件における災害・障害等の異常事象発生検知、それらに対する最適な技術を用いた迅速な対応が可能となる。

○期待される効果

○背景・課題

国研・民間企業がAI開発

公共・民間の設備保全に活用

現場導入するための基準類整備

効果や課題を確認 

直轄現場で試行実証

NETI

S

・・・・・

C技術

B技術

A技術

比較表
現場条件技術活用実績

+ 現場条件
データ

条件に適合する選択肢を示すAIの開発効率化

技術比較AIの学習に活用
様々なプロジェクトを設定し、
それに応じた現場条件データを生成

DB
新技術データ

○○工事

技術比較AI

現場条件
データ

技術名称 ： Ａ技術 Ｂ技術 Ｃ技術
技術概要 ： ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

●経済性
コスト ●●円/m3 ▲▲円/m3 ■■円/m3

●品質・出来形
使用材料 ●● ▲▲ ■■

使用機械 BH BH＋BD BH

●施工性 　

工程 ●●日 ▲▲日 ■■日

　 　 現場条件 ●● ▲▲ ■■

適用範囲 ●●～●▲ ▲▲～▲● ■■～■●

●環境
騒音・振動 基準以下 基準以下 基準以下

総合評価 ○ ◎ ▲



BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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【実施内容のイメージ（例）】

【実施内容】

○ インフラDXの加速化に向け、新技術の導入・活用を推進

工事費等

新技術導入促進
調査経費

新技術の導入・活用等に係る経費の上乗せ

新技術導入促進の仕組み

イノベーション指向の事業に転換

（技術研究開発調査費）
①３次元設計・工事の拡大

１）ISO19650に即したデータマネジメント環境構築のための現場実証
２）３次元データ等に対応した積算方法の見直し

②新技術の現場実証
１）総合評価方式における技術提案の評価
２）NETISテーマ設定型実証
３）ニーズ・シーズのマッチングによる技術試行
４）監督検査の省人化及び非接触技術の導入促進 等

（情報処理業務庁費）
３次元データ等に対応した高速ネットワーク整備 等

３次元設計・工事の拡大

3次元モデル等に対応した積算方法の見直しを行い、設計変更や
精算等の情報をビックデータ化し、他の類似工事の積算をより精緻
に可能となる積算システムの開発・導入を目指す。

・予定価格の設定
・適正工期の計算

積算

数量・単価・施工条件

３次元モデル

次期積算システム

新技術導入促進に関する経費

新技術の現場実証

映像解析技術を活用した、構造物配筋の
出来形管理

３次元データ等に対応した
高速ネットワーク整備
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BRIDGE ※3

【内閣府/R5-7】

SBIRフェーズ３基金※２

【内閣府/R5-9】

基準・要領化
（例）
・品質管理の電子化
・検査立会の遠隔化
・建築基準の合理化

開発した技術を現場で利用
（例）
・省人化、自動化・自律化、ユニット化
・NETIS、点検支援技術性能カタログ

研
究
開
発

新技術導入促進経費

建設
分野

分野
横断

建設分野における技術開発推進の枠組み

官

学 

産

制
度
設
計

※１ SIP（戦略的イノベーション創造プログラム Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）：基礎研究から社会実装までを見据えて研究開発を一気通
貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発等に産学官連携で取り組むプログラム。（「スマートインフラマネジメントの構築」「スマート防災ネットワークの構築」
等の14の研究開発課題を実施中）

※２ SBIRフェーズ３基金(Small/Startup Business Innovation Research)：技術開発・実証段階（「フェーズ３」）を対象にスタートアップ等の先端技術分野を支援する基金
※３ BRIDGE（研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム programs for Bridging the gap between R&D and the IDeal society(society 5.0) and Generating 

Economic and social value）
：革新技術による社会課題解決や新事業創出の推進（橋渡し）につながる各省庁の取組を支援。

フェーズ１
(実行可能性調査)

社会実装
（政府調達市場等）

政策ニーズ

調達ニーズ

【国等の研究開発】

SBIR 建設技術研究開発助成制度

ＳＩＰ※１【内閣府/R5-9】

総合技術開発プロジェクト

フェーズ２
(研究開発)

フェーズ３
(技術実証)
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成果は 制度、

技術基準や新技術、

新工法の確立 等に反映。

総合技術開発プロジェクトについて

建設技術に関する重要な課題のうち、

・特に緊急性が高く、

・適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、

・行政部局が計画推進の主体となり産学官の

連携により、総合的に、組織的に研究を実施する。

研究課題名 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

建築物と地盤に係る構造規定の合理
化による都市の再生と強靱化に資す
る技術開発（R5年度終了）
建設事業各段階のDXによる抜本的な 
労働生産性向上に関する研究
社会環境の変化に対応した 住宅・建
築物の性能評価技術の開発
新技術等を用いた既成市街地の効果
的な防災・減災技術の開発

概要

令和６年度は３課題について研究を実施中（令和５年度までは４課題）。

90百万円 90百万円

44百万円41百万円

37百万円 37百万円

58百万円
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
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研究開発税制の概要

目的
我が国の国際競争力を支える民間研究開発の維持、拡大をすることにより、イノベーション創出に繋がる中長期・革新的な研究開発等
を促し、我が国の成長力・国際競争力を強化する。

主管：経済産業省
共管：国土交通省（その他10省庁等）

概要

控除上限
（法人税額の何%まで税額控除可能か）

控除率
（試験研究費の何％の税額控除が可能か）

④ベンチャー企業 
(15%)

③共同試験研究等 
(10%)

基本の控除上限
（25%）

⑤増減試験研究費割
合における上限変動

（-5~5%）

①試験研究費割合※3

が10%以上の場合
（10%）

法人税額の
最大60%

1.0%

0%-30% 12% 25%

増減試験研究費割合※1

控除率

8.5%

12.0%

14.0%

基本の控除率

②中小企業等

①試験研究費割合
 が10%以上

上限14.0%

下限1.0%

※1 増減試験研究費割合：(試験研究費-比較試験研究費※2) / 比較試験研究費※2で計算された値
※2 比較試験研究費：前3年以内に開始した各事業年度の試験研究費の平均した額

※3 適用年および前3年以内の事業年度における売上金額
に占める試験研究費

法人税額の
最大55%

上
乗
せ

上
乗
せ

上
乗
せ

変
動

30.0%

25.0%

20.0%

17.0%

• 研究開発を行う企業が、法人税額から試験研究費の額の１～１４％を控除できる制度（ただし、上限は法人税額の25％） 。
• 上記企業が、①試験研究費割合が10%以上、②中小企業等、③２者以上が関わる共同試験研究等を行う場合については、控
除率の上乗せ、①、③に加え、④ベンチャー企業である場合については控除上限の上乗せ、⑤増減試験研究費割合に応じて控除
上限の変動措置が適用される。

③共同試験
 研究等

※次頁で説明

相手方が特別試験研究機関等の場合

相手方が特定新事業開拓事業者等の場合

上記以外の場合 ①or⑤
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2者以上が関わる共同試験研究等を行う場合

• 2者以上が関わる共同試験研究または委託試験研究において適用可能であり、対象となる共同試験研究または委託試験

研究によって、20~30%の税額控除を受けることができる（ただし、上限は法人税額の10％） 。
• 上記税額控除率を適用する場合には、前頁の控除率および控除率上乗せ措置を併用することはできない。

控除額の算出のイメージ

共同・委託
試験研究費等

法人税額

控除額

控除上限
（10%）

控除率
（20~30%）

小さい方が適用

共同試験研究または委託試験研究の控除率

対象となる共同試験研究または委託試験研究 控除率

特別研究機関等もしくは大学等との共同試験研究またはこれらに
対する委託試験研究

30%

特定新事業開拓事業者もしくは成果活用促進事業者との共同
試験研究または委託試験研究

25%

上記以外のもの 20%

特別研究機関等
1. 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律施行令

（平成20年政令第314号）別表第1に掲げる法人

（国交省の研究機関、国交省所管の研究機関のみ抜粋）

2. 国立研究開発法人

• 国土交通省 国土技術政策総合研究所
• 気象庁 気象研究所
• 気象庁 高層気象台
• 気象庁 地磁気観測所
• 国土交通省 国土地理院
• 気象庁 気象大学校
• 海上保安庁 海上保安大学校

• 国立研究開発法人 土木研究所
• 国立研究開発法人 建築研究所
• 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所

3. 福島国際研究教育機関

• 国土交通省 該当なし
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研究開発税制の適用件数および適用額の推移（H29～R4）

• 財務省が公表する租税特別措置の適用実態調査結果※を基に、研究開発税制の適用件数および税額控除額を集計。
• 全体の適用件数および税額控除額は、令和3年度から令和４年度にかけて大きく増加。適用件数および税額控除額全体
に占める建設業の割合は令和3年度の減少を除き、概ね増加傾向。

全
業

種
適

用
件

数
（

件
）

全
業

種
適

用
額

（
百

万
円

）

年度 年度
総

適
用

件
数

に
占

め
る

建
設

業
の

割
合

（
%

）

研究開発税制の適用件数（件） 研究開発税制の税額控除額（百万円）

運輸通信公益事業
サービス業
その他

農林水産業
鉱業
建設業

製造業
卸売業
小売業

料理飲食旅館業
金融保険業
不動産業

※ 租税特別措置の適用実態調査（財務省HP：https://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/stm_report/index.htm）

総
税

額
控

除
額

に
占

め
る

建
設

業
の

割
合

（
%

）4.0%

4.2%

4.4%

4.6%

4.8%

5.0%

5.2%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H29H30 R1 R2 R3 R4

1.0%

1.2%

1.4%

1.6%

1.8%

2.0%

2.2%

2.4%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

H29H30 R1 R2 R3 R4

建設業の割合の推移
建設業の割合の推移

528 443 452 448 437 822

11,956

10,241
9,726

9,230
9,707

16,402

8,747

11,051

11,733

10,841

10,528

17,206

666,007

621,574

557,405

505,254

652,663

763,608
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R4 研究開発税制の適用件数および適用額割合

• 令和4年度の研究開発税制の総適用件数は16,402件、総税額控除額は7,636億円程度。
• 全体に占める建設業の割合は、適用件数で5.0%程度、税額控除額で2.3%程度。

研究開発税制の適用件数割合 研究開発税制の税額適用額割合

建設業
2.3%

卸売業
6.0%

製造業
79.0%

小売業
0.9%

その他
2.5%

金融保険業
2.3%

運輸通信公益事業
1.8%建設業

5.0%

卸売業
12.9%

製造業
51.2%

小売業
3.0%

サービス業
18.2%

その他
2.7%

金融保険業
1.5%

不動産業
1.3%

運輸通信公益事業
3.5%

サービス業
4.8%

総適用件数
16,402件

総税額控除額
763,608
百万円

※ 租税特別措置の適用実態調査（財務省HP：https://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/stm_report/index.htm）
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
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33.4

%

42.1

%

24.4

%

インフラ分野における温室効果ガス（GHG）排出量について

○建設業における建設現場でのGHG排出量（Scope1+2）は全排出量の約0.7%（2020年度）
○一方、建設材料や建設関連貨物などサプライチェーンを含めた建設現場におけるGHG排出量

（Scope3）は、全排出量の約１割強※1。
GHGプロトコルでは、Scope1を事業者の直接排出、Scope2を事業者の間接排出、Scope3をサプライチェーン排出と規定している。

・建設現場の脱炭素化においては建設業としての取組と、サプライチェーン全体の取組の両方を進めていく必要
・公共土木では発電・CO2吸収量も含めたトータルでカーボンニュートラルに向けた取組を進めるため、「建設段
階」「維持管理段階」に分けて取組を整理

CO2の部門別排出量（％）

エネルギー消費ベース
エネルギー転換 ７．５％

（発電所等での自家消費分等）

産業
３４．０％

運輸
１７．７％

民生（家庭、業務その他）

３３．３％

その他（工業プロセス、廃棄物等）
７．１％

鉄鋼（建設用）

6.4%(約67百万トン)

建設機械等
0.7%(7.1百万トン)

※いずれも統計からの試算値

セメント
3.8%(約40百万トン)

建設関連貨物
2.3%(約24百万トン)

建設業（土木・建築）の排出量割合 公共土木※2（建設・維持管理）の排出量割合※3

Scope3
（鉄鋼、セメント等）

建設段階※5

66.5%

Scope1,2
（建設機械等※4）

※2：道路、治水、公園、下水道、港湾、空港
（維持管理段階については空港を除く）

※3：国土交通省による試算値
※4：建設関連貨物は含まない
※5：統計値のうち、建設工事受注動態統計調査の値は不適切処理による遡及改訂前の数値
※6：太陽光発電、ダム管理用水力発電、下水道バイオマスを計上
※7：都市公園/道路緑地/河川・砂防緑地/港湾緑地/下水道処理施設における外構緑地の吸収量、ブルー

カーボン生態系による吸収量を計上

維持管理段階
33.4%

Scope1,2
（公物管理その他）

CO2排出

発電・CO2吸収

維持管理段階
（発電※6・CO2吸収※7）

建設業（土木・建築）計：概ね１割強

第29回技術部会（R4.8.2）
資料４より

75



我が国のインフラ分野に関係するCO2排出状況

※１「総合エネルギー統計」(2013/2020)、「温対法に基づく事業者別排出係数の算出及び公表について」(2012/2019年度実績)に基づき試算。
※２ インフラ分野に関係する排出量については「日本の温室効果ガス排出量データ」（1990-2020年度確報値）、「総合エネルギー統計」、「自動車輸送統計調査」及び「普通鋼地域別用途別受注統計」

（いずれも2020年確報値）に基づき試算。なお、鉄鋼以外の金属材料の製造や土砂以外の建設廃棄物の処理など、インフラ分野に関係するがその他に含まれているものがある。

○ 我が国のCO2排出量全体の概ね３分の２が、インフラ分野に関わりのある排出。

○ このうち、建設機械からの直接的排出と主要材料の生産、建設輸送というサプライチェーンを通し
た間接的排出の約13％はインフラ等の整備が直接的に関わるものとして脱炭素化の取組を進める。

○ また、排出の半分を占める道路利用や鉄道・船舶・航空輸送、家庭やオフィス等におけるインフラ
整備や、インフラによる再生可能エネルギーの創出などにより、一層の貢献を図っていく。

風力 約5%

地熱 約2%

廃棄物・バイオマス
 約6%

再エネ創出

太陽光 約44%2013年 約0.64億 t-CO2

約0.05億
t-CO2

約0.32億
t-CO2

約0.04億
t-CO2

約0.01億
t-CO2

約0.37億
t-CO2

我が国の再生可能エネルギー発電量（2020年）※１

約0.85億 t-CO2 （2013比 32.8％増）

水力 約44%
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我が国のCO2排出量（2020年） ※２

約10.4億 t-CO2 （2013年比 21.2%減）

インフラ等の
整備が直接的

に関わるもの 
13％

インフラ整備等
により削減に

貢献できるもの 
49％

建設機械

約0.07億
t-CO2

鉄鋼、セメント、
建設輸送

約1.30億
t-CO2

約1.38億
t-CO2

約0.23億
t-CO2

約3.49億
t-CO2

建設現場における

直接的な排出 約0.7％

主要な材料生産と建設輸送

間接的な排出 約13％

道路利用
（建設輸送を除く）

約13％※

家庭やオフィス、商業施設等
約33%

鉄道・船舶・航空輸送
約2%

2013年 約13.2億 t-CO2

その他

約3.97億
t-CO2

約38％

※建設輸送を含むと約15%



カーボンニュートラルの今後の取組について

• 我が国全体のCO2排出量においてインフラ整備が直接的に関わるものが13％を占める中、国交省の直轄土木工事現場
においてカーボンニュートラルの取組を進め、カーボンニュートラルの技術開発を牽引する。

• そのため、現場からの直接的な排出である建設機械からの排出削減及びセメントの主要な利用先であるコンクリートの
排出削減に注力しつつ、CO2排出削減効果を公正に評価（価値化）することを目指し、アクションプランを策定する。

インフラ等の整備が直接的に関わるもの 13％

※１：インフラ分野に関係する排出量については「日本の温室効果ガス排出量デー
タ」（1990-2022年度確報値）、「総合エネルギー統計」、「自動車輸送統計
調査」及び「普通鋼地域別用途別受注統計」（いずれも2022年確報値）に基づ
き試算。なお、鉄鋼以外の金属材料の製造や土砂以外の建設廃棄物の処理など、
インフラ分野に関係するがその他に含まれているものがある。

我が国のCO2排出量（2022年） ※１

約10.4億 t-CO2 （2013年比 21.2%減）

建設機械
建設関連

貨物
鉄鋼

セメント/

コンクリート

現場からの
直接的な排出

間接的な排出

開発・実装（建設業界）

例）➤ 電動建設機械

   ➤ 低炭素型コンクリート

開発・実装（他業界）

脱炭素技術の削減効果を公正に評価・価値化する

ことを目指し、短期のロードマップを示すアクションプランを策定

その他

約3.95億
t-CO2

約38％

家庭・オフィス・商業施設等
約3.38億

t-CO2

約33％

鉄道・船舶・航空輸送
約0.27億

t-CO2

約2％

道路利用
約1.41億

t-CO2

約13％

鉄鋼、セメント、
建設輸送

約1.28億
t-CO2

建設機械

約0.07億
t-CO2
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GX建設機械（電動建機）の認定制度・現場導入
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GX建設機械の導入補助（環境省・経産省連携事業）
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80

セメント由来 その他

セメントを置換し低減

コンクリートのCO2排出量構成

通
常

低
炭
素
型
コ
ン
ク
リ
ー
ト

CO2固定

CO2固定

排出量

排出量

排出量

固定量

排出量

低減量
カーボンネガティブ
（ 排出量＜固定量 ）

低炭素型コンクリートの活用

• コンクリートのCO2排出量の大部分はセメントの中間製品であるクリンカの製造工程由来。
• 低炭素型コンクリートは、クリンカの置換、CO2の固定、吸収の技術を活用することにより、CO2排出量を低減するコンクリート。
• 既に実用化している低炭素型コンクリートについては工事で活用するとともに、開発が進むCO2固定化コンクリートは現場検証を支援。

固
定
化
コ
ン
ク
リ
ー
ト

CO2

低減量

低減量

排出量

低減量

①通常

②セメント
代替材料の活用
※55％以上置換

③骨材等にCO2を
固定化

CO2固定量を
最大化

【CO2固定化コンクリートの事例】



低炭素型コンクリートの試行工事実施状況

試行工事の実施状況
黄色着色：１件以上実施済み
水色着色：実施予定あり

引き出し線はCO2固定化コンクリートの事例
大野油坂道路
荒島第二トンネル西勝原地区工事

（福井県大野市）
■排水工で試行

成瀬ダム原石山採取工事
（秋田県雄勝郡東成瀬村）
■排水工で試行

日下川新規放水路管理道整備工事
（高知県高岡郡日高村）

■埋設型枠で試行



建設分野の低炭素化技術に関する調査

調査の概要

調査結果の概要

回答のあった技術の例※

• 建設関連の業界団体14団体に対し、各社の保有する低炭素化技術について網羅的調査を実施（R4.12）。
※調査票送付先：日本建設業連合会、全国測量設計業務協会連合会、建設コンサルタンツ協会、日本建設機械施工協会、日本建設機械工業会、建設電気技術協会、全国建設業協会、全国地質
調査業協会連合会、日本アスファルト合材協会、全国産業資源循環連合会、全国木材資源リサイクル協会連合会、塩化ビニル管・継手協会、全国建設発生土リサイクル協会、泥土リサイクル協会

• ゼネコン・メーカー等、計100社から計342技術について回答があった。

• 回答企業100社の内訳は、ゼネコン（舗装含む）72社、コンサルタント4社、建設機械9社、その他15社。
• 上記342技術を技術分野別に分類すると、以下の通り（重複あり）。

（ｆ）廃棄物削減

鹿島建設・エコクリートR3

(a)低炭素建設材料に関する技術(107件)

(c)工期短縮や生産性向上のための技術(104件)

(f)廃棄物削減に関する技術(70件)

(b)低炭素建設機械に関する技術(39件)

(e)維持管理・運営の低炭素化のための技術(52件)

(h)その他(71件)

(d)運搬量・時間・燃料の削減につながる技術(60件)

(g)低炭素化に資するような工期・工程管理ソリューション(14件)

清水建設・リアルタイム自動配筋検査システム

(c)工期短縮・生産性向上

大成建設・T-eConcrete/Carbon Recycle

三井住友建設・Dura-Bridge 戸田建設・TO-MINICA（低炭素施工システム）

(g)工期・工程管理ｿﾘｭｰｼｮﾝ

西松建設・N-ECOMS

(d)運搬・燃料削減

(h)その他

日立建機・バッテリー駆動式ショベル

(b)低炭素建設機械(a)低炭素建設材料

(e)維持管理運営の低炭素化

フジタ・プライムカーボン 82



CO2排出削減効果の評価（価値化）

• 多様な低炭素技術が存在する中で、工事単位でのCO2排出削減効果を定量化するため、国土技術政策総合研究所にて、
『インフラ分野における建設時のGHG排出量算定マニュアル案』を策定・公表（R6.6）
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術
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令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術及び方策について（案）
「令和６年能登半島地震に
係る検証チーム」（第５回）

令和６年６月７日より
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１
ドローンによる
災害事象の早期覚知・被災状況把握

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

分類
災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

◼ 自らが保有するドローンやドローンを保有する団体や事業者の協力による
火災等の災害事象の早期覚知や危険地域の状況把握・共有。

◼ 能登半島地震では、道路の寸断等で立入困難な地域や二次被害の危
険があり目視での状況確認が行えない状況が発生。

◼ また、広範囲かつ多数発生した山腹崩壊箇所やインフラ被害に対して、
復旧に向け迅速に状況把握・測量を行う必要が生じた。

▶ドローンの活用により、時間短縮と隊員の安全を確保した活動を行うこと
が可能となった。

▶自治体からドローンを保有する団体へ協力を要請したケースでは、団体が
会員企業と連携し、機体と操縦者を現地に派遣。
自治体がドローンを保有していない場合でも状況把握が可能となった。

◼ 能登半島地震では、ドローンで三次元データや360度画像を取得するこ
とにより、より詳細な状況把握や迅速な共有を可能とした事例もあった。

◼ 低温環境下ではバッテリーの消耗が早くなるため、バッテリー残量への注意
やバッテリーの複数準備等が必要。

◼ ドローンを保有する団体や事業者との連携のために、事前に災害協定等
を締結しておくと、より迅速な体制の構築につながり有用。 □ 防テクプラットフォーム掲載企業あり

※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください

問合せ先：消防庁、農林水産省、経済産業省、国土交通省、警察庁

▲消防隊が所有するドローン

▲山腹崩壊箇所及び周辺環境の状況把握

▲ドローンポートシステムを活用した
 土砂ダム監視活動

▲ドローンによる土砂災害調査
▲ドローンにより取得し、
公開した3次元データ
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２
孤立集落等への

ドローンを活用した物資輸送

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

分類
災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

◼ 車両等による輸送が困難な地域や有人航空機の離着陸が困難な地域へ
のドローンによる物資の輸送。

◼ 能登半島地震では、倒木により道路が遮断され、車両による物資輸送が
困難な状況が発生。

▶能登町の事例では、政府の現地リエゾンが間に入り、事業者の協力を調
整し、徒歩で往復約１時間かかる危険な道を、安全かつ短時間で物資
を届けることができた。

▶自治体からドローンを保有する団体へ協力を要請した事例では、団体が
会員企業と連携し、機体と操縦者を現地に派遣。
自治体がドローンを保有していない場合でも物資輸送が可能となった。

◼ 能登町の事例では、捜索救助の特例(航空法第132条の92)を適用し、
航空法の飛行許可・承認なしで実施。

◼ ドローンを保有する団体や事業者との連携のために、事前に災害協定等
を締結しておくと、より迅速な体制の構築につながり有用。

問合せ先：国土交通省・経済産業省

飛行距離(約700ｍ)

出発地の柳田体育館
（能登町の物資集積所）

〇使用されたドローンの特徴
・荷物を自動で置き配できる機能を有する
・LTE通信対応/FPVカメラ搭載で、遠隔操縦が可能
・ペイロード５kgまで搭載可能（※）
・最大飛行距離20km

※今回持参したバッテリーを使用した際はペイロード最大3.5kg

▲能登町の物資集積所から道路が遮断された施設まで飛行

【能登町での事例】

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください

87



取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

■強風・豪雨などの悪条件下においても使用可能な全天候型ドローンを活用
することによる迅速に情報収集。

◼ 能登半島地震では、被災状況の把握や物資輸送等でドローンが有効で
あったが、条件（悪天候等）によっては使用できない場合も考えられる。

◼ また、より安全で効果的に災害対応を行うために、以下のような高性能の
ドローンを活用することも有効である。

・悪天候でも使用可能な全天候型ドローン

・業務量・作業範囲の拡大が期待される、長時間飛行可能ドローン

・点検や巡視に活用可能な自動航行ドローン

・観測機器やより多く物資を輸送可能な大型ドローン

◼ 能登半島地震では、上記のようなドローンの活用は限定的であったが、一
部ではより高性能なドローンも商品化されている状況。

◼ 荒天時等の撮影においては、撮影した画像で、目的とする画像認識精
度を確保できるかを考慮することが必要。

問合せ先：警察庁、国土交通省、消防庁

３
高性能ドローンの活用

          夜間・悪天候飛行、自動航行、長時間飛行
          長距離飛行、重量物運搬 等

分類
災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

全天候型ドローン（イメージ）
長時間飛行可能な
ハイブリットドローン

長距離飛行ドローン

自動運行ドローン（イメージ） 大型ドローン

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 路面損傷等が多い道路も走行可能な小回りの効く二輪・三輪トライクの
活用により、道路状況によらず早期現場到達の実現。

◼ 大規模な震災発生時に、土砂崩落や路面損傷が発生した場合に、道
路巡回用の車両等が走行できない箇所もあり、被災状況把握に影響を
及ぼす。

◼ 道路に車や人があふれる状態が想定され、従来の道路巡回用の車両等
だけでは迅速な被災状況の確認・共有が十分にできない可能性。

▶二輪・三輪トライクやオートバイ等の小回りの効く車体を活用することにより、
渋滞等を避けつつ、いち早く現場に到達することが可能。

◼ 被災によりアプローチが困難となった地域への支援・調査や資機材の運搬
に際して、民間の二輪部隊やモトクロス部隊の特殊走行技術の活用もあ
わせて検討。

問合せ先：国土交通省、内閣府防災

４
機動性に優れた

道路巡回車両(二輪・三輪トライク)
分類

災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

【国土交通省での導入事例】

・R6.2に関東地方整備局が導入

（能登半島地震発生時は開発・製造中）

・普通自動車免許で運転が可能。高速道路も走行可能。

・フットブレーキ、バックギア搭載、操作性・機動性に優れ、110kgま
での重量物を積載可能。

・平常時も、大型荷台に資機材を積載し道路巡回等に使用可能。

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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５
遠隔操縦式バックホウによる

危険な現場での活動

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

分類
災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

◼ 運転席にオペレータが搭乗せず、約150m離れた場所からリモコンでバック
ホウを操縦可能な技術

◼ 能登半島地震では、被災現場の安全性の確認ができておらず、二次災
害の危険がある現場で作業をする必要が発生。

◼ 能登半島地震では、国と業界団体との災害協定に基づき、要請を行い、
遠隔操縦式バックホウの操縦技能を有するオペレータが所属する業界団
体加盟企業が調達し活用。

▶通常のバックホウでは運転席に搭乗するオペレーターの安全が確保できな
いが、バックホウを遠隔操縦することで、運転者の安全を確保ししつつ、遅
延なく作業を進めることができた。

◼ 遠隔操縦技能を有するオペレータは限られ、災害発生時にそのような人
員をすぐに確保できる保証がないため、訓練等で遠隔操縦技術を経験す
る等の人材育成が必要。

◼ 遠隔操縦式バックホウの操縦技能を有するオペレータが所属する業界団
体と事前に災害協定を結んでおくことが必要。

問合せ先：国土交通省

▲(一社)日本建設業連合会ＨＰより

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 河川管理施設のゲート開閉・ポンプ排水等を、操作を要さない無動力化、
遠隔地からの操作により、現地アクセス困難も適切な施設管理を実施。

◼ 津波遡上等により各施設へアクセスすることができない場合、施設操作
(現地状況把握、ゲート開閉・ポンプ排水等)に着手するまで時間を要す
る。

◼ 少子高齢化に伴う施設操作員の担い手不足も懸念。

▶河川管理施設を無動力化や遠隔地から操作可能にすることで、津波警
報発令時や道路被害等により、車や人がアクセス困難な箇所でも施設
操作が可能となる。

▶複数施設の集中管理化により、操作員の担い手不足対策にも寄与。

◼ 施設の遠隔化については、施設操作の集中管理への移行検討も必要。
(遠隔操作は現状では緊急時のバックアップ対応としている。)

問合せ先：国土交通省

６
河川管理施設の操作の

遠隔化・自動化・無動力化
分類

災害応急対策
の強化

被害状況等の把握

被災地進入策の強化

被災地域での活動の円滑化

支援者の活動環境の充実

【従来】人が現地で河川管理施設を操作

【新技術等導入】施設操作の遠隔化・自動化・無動力化

▲緊急時においてもゲート操作や排水作業が可能

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください

ダム
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７ バイパス管を活用した水道の応急対応

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 復旧等の迅速化のため、仮設配管の活用や上下水道一体での復旧を
実施。

◼ 能登半島地震では、上下水道施設に甚大な被害が発生し、復旧に多く
の時間を要している。

▶被害の集中する区間の管路について、仮設配管（転がし配管）を活用
することにより、漏水調査を待たずに、応急的な通水の復旧を図り、下流
側の地区の復旧までの期間を早期化。

▶水道復旧の優先地区を踏まえ、下水道や集落排水処理場の復旧順位
の決定や道路の啓開や緊急復旧との調整を実施するなど、上下水道一
体で考えることにより水道の使用開始をスピードアップ。

問合せ先：国土交通省、農林水産省

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、上下水道TEC-FOREや国職員による支援チームに
よる技術支援や助言も実施。

◼ 平時から優先的に復旧すべき上下水道施設等をあらかじめ検討しておく
と有効。 ▲上下水道一体となった早期復旧の取り組み

▲送水管復旧

▼配水管復旧

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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８

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 電源を喪失したマンホールポンプに電動車両や可搬型蓄電池から応急給
電を行い早期のポンプ機能復旧を実現するシステム。

◼ マンホールポンプは自然流下で流すことができない場所からの生活排水を
組み上げて、下水処理場へ送るポンプ設備。

◼ 能登半島地震では、志賀町において津波により一部のマンホールポンプ
制御盤が機能停止となった。

▶従来の発動発電機による電源復旧では、3時間程度を要する作業が1
時間程度に短縮。

◼ 浸水時の場合、仮設制御盤等設置までに予備機がない場合1カ月以上
要するが、本システムを使用することにより早期復旧が可能。

◼ 既設のマンホールポンプ制御盤のままでは蓄電池や電動車両からの給電
によってポンプを起動させることができないため、あらかじめ本システム用制
御盤に更新が必要。

問合せ先：国土交通省

▲浸水時使用

停電・浸水時マンホールポンプ起動システム
による早期機能復旧

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

▲停電時使用

▲志賀町設置例(地震後に設置)

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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９

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ ろ過材・ろ過膜等により、水の不純物や細菌等を除去し、飲料可能な状
態まで浄水することが可能な施設。

◼ 寒冷地での運転にあたっては、凍結対策（常時通水、ブルーシートによる
養生、投光器による加温）が必要な場合もある。

問合せ先：国土交通省

▲可搬式浄水装置施設（装置施設Ⅰ）の全景

可搬式浄水施設による
応急的な浄水の確保

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、浄水場は復旧に時間を要する甚大な被害が発生。

▶可搬式浄水施設により浄水場の施設復旧を待たずに速やかに浄水機能
を確保することができ、市内に給水車への供給ポイントを確保できた。

▶応急仮設住宅の近隣河川に可搬式浄水施設を設置し給水車への供給
ポイントを確保したことにより、応急仮設住宅への給水が可能となった。

▶可搬式浄水施設により、管路への送水が可能となったことにより、漏水調
査の早期実施につながった。

▲浄水施設の仕組み

▲浄水場での活用(珠洲市)
施設Ⅱ

▲給水活動への活用(珠洲市)
施設Ⅲ

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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10

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 使用した水をその場で浄化し、98％以上の排水を再利用するポータブル
水再生システムを活用し、シャワーや手洗いの生活用水を確保。

◼ 専門知識が不要で、被災者、自治体の支援者などが現地で自ら運用す
ることが可能。

◼ 被災地においては、給排水管の復旧を待たずに初期段階から活用される
応急給水設備として期待。

問合せ先：経済産業省、警察庁、国土交通省

▲水循環型シャワーシステム

ポータブル水再生システムによる
生活用水の確保

（水循環型シャワー・手洗いスタンド）

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、断水により生活用水が不足する中で、避難所の衛
生環境の維持・改善や避難所生活の質の向上が必要であった。

◼ ポータブル水再生システムを活用した循環型シャワーシステムや手洗いスタ
ンドは、上下水道に接続を必要とせず、周囲の環境に左右することなく安
全な水を安定的に使用できるシステム。

▶これらを活用し、使用した水をその場で浄化し、再利用することにより、シャ
ワーや手洗いの水を確保するとともに、災害派遣部隊の活動に必要な水
を確保。

▲水循環型手洗いスタンド

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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11

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 平時よりトイレ洗浄水に雨水を利用できるようにしておくことや、井戸を確保
しておくことにより、断水状況下でも継続して使用を可能とする仕組み。

◼ 緊急時の雨水利用施設の使用に当たっては、非常用発電も必要である
ことに留意が必要。

◼ 排水管が詰まると水洗トイレの排水ができなくなるため、雨水利用施設を
備えた公共施設は優先的に下水管の復旧を行うなどの留意が必要。

問合せ先：国土交通省

平時からの雨水や井戸の活用による
緊急時の代替水源確保

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、断水・停電により、生活用水が使用できない状況が
発生した。

◼ 能登空港ビルでは、施設の屋根に降った雨水を地下にある雨水貯留槽
に貯め、トイレ洗浄水に使用できる雨水利用施設を備えていた。

▶雨水利用施設を備えていたことにより、断水下でも、発災翌日から空港
内の水洗トイレを使用することができた。

▶市民等が主体的に所有井戸を開放し、代替水源として活用することがで
きた。

▲建物地下に設置された雨水貯留槽

▲能登空港ビルのトイレ使用状況(令和6年1月)

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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12

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 避難所等への応急的な電源供給として、普段は別用途で使用している
照明車を活用。

◼ 能登半島地震では、国土交通省が派遣した照明車が活用可能であった。

◼ 避難所等への直接接続にあたり、電気工事士の資格を持った業者の手
配や施設管理者の立会等が必要。

◼ 継続使用のためには、タンクローリーによる巡回給油等の対応が必要。

◼ 活用にあたっては、車両引渡し後の運転に係る燃料、運転手などは、原
則、要請者で準備していただく必要があります。

問合せ先：国土交通省

照明車を活用した
避難所への電源供給

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、停電が長期にわたる避難所等が発生。

◼ 資源エネルギー庁が配備する電源車が派遣されるまでの応急対応として、
照明車を電源車として活用。

▶長期の停電が想定される地域の11ヶ所の避難所で直接給電、家電製
品等へ電力供給を実現。

▲電源供給により停電を解消

▲家電製品に電力供給

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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13

取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 飲料水や生活用水等の給水として、普段は別用途で使用している散水車
（給水機能付）を活用。

◼ 能登半島地震では、国土交通省が派遣した散水車が活用可能であった。

◼ 散水車の圧送ポンプを使用した場合、飲料水として使用できない。そのた
め、散水車より高い位置への給水が困難である。

◼ 活用にあたっては、車両引渡し後の運転に係る燃料、運転手などは、原
則、要請者で準備していただく必要がある。

問合せ先：国土交通省

給水機能付き散水車による給水支援 分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、長期間の断水が発生。

◼ また、発災当初は道路被害等により、ペットボトル等による飲料水の輸送
にも限界があった。

▶日本水道協会や自衛隊等による給水に合わせて、散水車も活用するこ
とにより、飲料水のほか洗濯用水、仮設トイレ等の効率的な給水が可能
となった。

▲トレーラートイレへの給水活動

▲仮設風呂への給水活動

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 被災地のトイレの確保の１つとして、他地域の道の駅に設置してある移動
式防災コンテナ型トイレを派遣し活用

◼ 能登半島地震では、北陸地方の道の駅関係者と連携して現場ニーズを
把握、コンテナ所有者(国道事務所等)により運搬・設置。

◼ コンテナを所有する自治体どうしの連携や全国的な配備が課題。

◼ 道路の寸断で運搬ルートが限定し、設置のための重機の手配に支障が
生じるため、事前の計画や準備が必要。

問合せ先：国土交通省

道の駅の高付加価値コンテナによる
被災地支援

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では断水等によりトイレが使用できない状況が発生。

▶停電、断水中でも使用可能な、道の駅「うきは」(福岡県うきは市)の移
動式防災コンテナ型トイレを被災地に派遣し活用。多くの地域で断水な
どライフラインが被災している中、トイレ環境の確保に貢献。

（移動式防災コンテナ型トイレの概要）

・災害時に移動して使用可能

・太陽光発電装置を搭載し、商用電源の接続が不要

・浄化システムを搭載し、上下水道への接続や汲み取りが不要

あなみず（穴水町）

うきは（福岡県うきは市）

トラックで陸路運搬

▲移動式防災コンテナ型トイレ

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ トイレカーやランドリーカー等の派遣による、被災者が安心して利用できるト
イレ環境や洗濯機会の確保。

◼ トイレトレーラーについては、平時から整備を進めている全国の自治体から
派遣されたほか、トイレカーについては、高速道路会社からも派遣された。

◼ 有効性を検証した上で、災害時に活用できるよう、平時から整備・確保に
取り組む。

問合せ先：

トイレカー・ランドリーカー等の活用 分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 携帯トイレや簡易トイレ、仮設トイレがプッシュ型で支援されたが、快適性
に課題があり、快適なトイレのニーズが寄せられた。

◼ 能登半島地震では水道が大きく被害を受け、生活用水の確保が困難と
なり、洗濯機会の確保に課題があった。

▶ プッシュ型で仮設トイレ等を支援するとともに、安心して利用できる環境と
して、トイレカーやトイレトレーラーを被災地で有効活用。

▶ ランドリーカーを派遣することにより、洗濯機会を確保。

▲トイレカーの設置状況（志賀町）

▲ランドリーカーの派遣（輪島市）

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 災害対策用車両（対策本部車・待機支援車）災害復旧従事者の休
憩・仮眠場所として活用。

◼ 能登半島地震では、国土交通省が対策本部車・待機支援車を派遣し
活用。

◼ 活用にあたっては、車両引渡し後の運転に係る燃料、運転手などは、原
則、要請者で準備していただく必要があります。

問合せ先：国土交通省

対策本部車・待機支援車による
災害復旧活動支援

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、被災地内に宿泊場所が少なく、かつ道路被害等に
より被災地外からのアクセスが困難になっていたため、復旧等の活動に十
分な時間を確保できなかった。

▶対策本部車、待機支援車活用することにより、拠点となる会議スペースや、
災害復旧に従事する者の宿泊場所を確保し、活動時間の確保等に寄
与。

▶また、発災後余力のある車両については、インフラ復旧従事者への宿泊
先として提供。

▲待機支援車による宿泊場所の確保

▲対策本部車による拠点確保と車内での会議開催

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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取組概要

ポイント・留意点

背景・課題・有効性

◼ 防災道の駅を広域的な防災拠点として活用。

問合せ先：国土交通省

防災道の駅の整備による
災害支援の充実

分類
避難所等の
生活環境の向上

水・電力・通信の確保・復旧

災害支援への移動型車両等の活用

地域の防犯対策の充実

情報の共有・一元化

◼ 能登半島地震では、被災地内に宿泊場所が少なく、かつ道路被害等に
より被災地外からのアクセスが困難になっていたため、復旧等の活動に十
分な時間を確保できなかった。

◼ 道の駅「のと里山空港」は、防災道の駅としてハード整備や防災訓練を実
施しており、非常用電源や雨水貯留により、発災直後から電気や水の利
用が可能であった。

▶防災道の駅として整備を行っていたことにより、地域内外の被災者の一時
的な避難場所、物資集配拠点、道路啓開活動拠点、インフラ復旧工事
従事者の宿泊スペースなど、災害復旧拠点として有効に機能。

▲災害対応車両の集結状況

のと里山空港

◼ 大規模災害においては、広域防災の拠点となる「道の駅」の活用が有効。

◼ 災害時に機能を発揮させるためには、防災施設の整備などハード面の機
能強化と定期的な防災訓練などのソフト面の事前の備えが重要。

◼ 災害時には、各地の「道の駅」どうしの協力・支援が有効であるため、日
頃からの広域的なネットワークづくりが重要。

□ 防テクプラットフォーム掲載企業あり
※実際の適用が可能かどうかは関係部局へお問合せください
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• 技術政策のビジョン

・ Society5.0

・ 国土交通省技術基本計画

・ インフラDXアクションプラン２

・ i-Construction2.0

• 技術開発の取組

・ 技術開発を推進する枠組み

・ 研究開発税制

• カーボンニュートラルの取組

（参考）

・ 令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術

・ 宇宙開発に向けた建設技術 103
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H28熊本地震

宇宙無人建設革新技術開発

背景・必要性

プロジェクト番号：R3-01

各省の役割

事業の内容

主担当庁：国土交通省
連携省庁：文部科学省
（事業期間５年程度）

○ 宇宙利用探査において世界に先駆けて月面拠点建設を進めるため
には、遠隔あるいは自動の建設技術（無人化施工等）は、重要な要素。
我が国では、これまで風水害・火山災害を克服するため無人化施工技
術が培われ、国際的にも強みを有する。

○ 近年、激甚化する災害対応・国土強靱化に加え、人口減少下におい
て、無人化施工技術の更なる高度化と現場への普及は喫緊の課題。
（国交省では令和3年4月、インフラDX総合推進室を発足し、本省・地
方・研究所が一体で無人化施工等を推進）

○ この建設技術を、アルテミス計画等を通じて月面環境に係るノウハウ
を有する文部科学省と連携して、月面拠点建設へ適用するための技
術開発を進めるとともに地上の事業へ波及させる。

（月面無人化施工イメージと地上の無人化施工）

○ 国土交通省： 無人建設（無人での施工、建材製造、建築等）
の開発・現場適用検証、事業展開推進

○ 文部科学省： 専門的知見の提供及び技術的助言

○ 月面開発に資する無人建設技術（施工、建材製造、建築等）の
開発を重点化・加速化するため、月面と地上のノウハウを集結。

○ 地上の建設事業で導入・開発されている無人建設技術を、月
面拠点建設に適用するため、地上建設への展開も考慮しつつ、
優先的に開発すべき技術・水準を明確化し、集中投資を図る。

○ その際、無人建設に係る各種技術の水準、達成見込みを的確
に見極めるために、実験室、試験場、建設現場で実証を行う。

（施策イメージ）

H28熊本地震
（施工現場と

操作室）

高
度
化

Spin
off

本プロジェクトは、宇宙政策委員会 衛星開発・実証小員会（第8回；2021.7.5 ）において、宇宙開発利用加速化戦略プログラム（スターダストプログラム）として決定された。
府省連携の官学の有識者からなる「宇宙を目指す建設革新会議」を設置し、研究開発推進方策を審議し、一般公募及び審査を行い、技術研究開発を推進している。
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【本プロジェクト研究開発実施者：代表者及び共同実施者、全37者（重複込み）】

As of

2024.4.26

EARTHMOON©KAJIMA

Construction
on

宇宙建設革新プロジェクト（イメージ）

概ね10年後の月での建設を目指して、地球での建設技術の革新を進めます
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技術分類 技術研究開発名称
実施者

（〇代表者、共同実施者）
実施
Stage

技術Ⅰ：
無人建設

（自動化・
遠隔化）

施工
（掘削、積込等）

建設環境に適応する自律遠隔施工技術の開発－
次世代施工システムの宇宙適用

〇鹿島建設
宇宙航空研究開発機構、芝浦工業大学

R&D
（継続）

施工
（敷均し等）

自律施工のための環境認識基盤システムの開発
及び自律施工の実証

〇清水建設
ボッシュエンジニアリング

施工
（測位）

月面適応のためのSLAM自動運転技術の開発 〇大成建設
パナソニックアドバンストテクノロジー

施工
（全体システム）

トータル月面建設システムのモデル構築 〇有人宇宙システム

建設機械・施工
デジタルツイン技術を活用した、月面環境に適応す
る建設機械実現のための研究開発

〇小松製作所

測量・調査
月面の3次元地質地盤図を作成するための測量・
地盤調査法

〇立命館大学
芝浦工業大学、東京大学大学院、横浜国立大学、港湾空港技術

研究所、アジア航測、基礎地盤コンサルタンツ、ソイルアンドロックエ
ンジニアリング

輸送（調査） 索道技術を利用した災害対応運搬技術の開発 〇熊谷組
住友林業、光洋機械産業、加藤製作所、工学院大学

基礎（調査）
回転切削圧入の施工データを利用した、月面建設
の合理的な設計施工プロセスの提案と評価

〇技研製作所

技術Ⅱ：
建材製造

月資源を用いた拠点基地建設材料の製造と施工方
法の技術開発

〇大林組
名古屋工業大学、レーザー技術総合研究所

技術Ⅲ：
簡易施設建設

月面インフレータブル居住モジュールの地上実証モ
デル構築

〇清水建設
太陽工業、東京理科大学

月面における展開構造物の要件定義および無⼈設
営検討の技術開発

〇大林組
宇宙航空研究開発機構、室蘭工業大学、サカセ・アドテック

月の極域および縦孔での滞在開始用ベースキャン
プの最少形態と展開着床機構の開発

〇東京大学
九州大学、竹中工務店、宇宙航空研究開発機構

令和6年度（2024年度） 研究開発一覧（継続）

R&D・・・Research & Development 技術研究開発 【複数年度間】
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代表者： 鹿島建設株式会社
共同実施者：宇宙航空研究開発機構、芝浦工業大学

建設環境に適応する自律遠隔施工技術の開発 – 次世代施工システムの宇宙適用

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －施工（掘削、積込等） 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

技術研究
開発名称

実施者

【ねらい・概要】
月面で自律遠隔施工を実現

するためには事前の模擬試験

やｼﾐｭﾚｰｼｮﾝが不可欠。

重力、土質条件の他、地上と

月面では環境の差異が大きい。

このため、効率的な開発には月

面仮想環境下での自律遠隔施

工を模擬した試験による課題検

討～実証検証が重要。

月面で自律遠隔施工を実現

するためには多くの開発成果

の相互利用が必要となるため、

各成果を反映させるためのﾌﾟ

ﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築が望まれる。

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、まず地上模

擬試験を実施し、それを仮想空

間上で再現可能なｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ・

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを開発する。さらに

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを月面施工検討用

に拡張することで、月面の大規

模施工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実現する。

本成果を地上の自律自動化

施工ｼｽﾃﾑに活用する。

自律遠隔施工技術を宇宙適用するためのシミュレーション・プラットフォーム

自律遠隔施工の地上模擬 月面での実施

シミュレーション・プラットフォーム 月面大規模施工シミュレーション

これまでの成果を踏まえ、月面で想定される
施工条件・課題を地上模擬試験で検討
• 測位インフラのない環境の施工
• 通信遅延下の掘削機の遠隔操作
• 複数台掘削機の連携

Gap : 

•  重力
•  土砂物性
•  大気影響
•  ・・・

モジュール化されたプラットフォームを拡張し
• 100台規模の機械を同時稼働
• 月面環境模擬
に対応

将来的に月面施工デジタルツインの構築

【実施イメージ】
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代表者： 清水建設株式会社
共同実施者：ボッシュエンジニアリング株式会社

自律施工のための環境認識基盤システムの開発及び自律施工の実証

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －施工（敷均し等） 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

【ねらい・概要】
月面での建設活動においては、

通信遅延により地球からの信号は

数秒単位の遅れが生じる。このよ

うな環境下で安全に作業を実行す

るためには、地球側での判断を極

力少なくした自律施工が必要と考

えている。本技術開発では、建機

搭載型のデバイスを用いて、人工

知能（AI)により建機側の判断範

囲を広げ、自律分散型に近い施

工を可能とするシステムを構築し

実証する。

【内容・ポイント】
敷均し厚さ、エリア等の単純な指

示のみで、人工知能が作業箇所

までの走行経路や敷均し作業の

経路を生成するため、より高度な

自律施工が可能となる。環境認識

システムの基盤ができることで、

他建機への展開も可能となり、自

律施工建機の多様化につながる。

技術研究
開発名称

実施者

【実施イメージ】

【月面】
月面での無人建設施工へ展開

例：月面居住モジュール
（清水建設/太陽工業/東京理科大学）

例：月面基地_施工段階
（清水建設）

【地上】
無人建設技術の高度化につながる
自律施工システムの開発・実証
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建機搭載型デバイス

イメージ：経路自動生成

対象領域

自己位置と地形高さか
ら対象領域、撒出し経
路を設定し自律的に作
業が可能なアルゴリズ
ムの検討。

〇デジタルシミュレーションによる環境認識システムの評価

〇経路自動生成アルゴリズムの検討

AIによる検出例

物体の誤検知に起因する衝突事象をなくすため、環境
条件の影響を受けにくいアルゴリズムによる環境認識
システムの評価。



スターダストプログラム (宇宙開発利用加速化戦略プログラム） Stardust Program ( Strategic Program for Accelerating Research, Development and Utilization of Space Technology )

宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

月面建設の離着陸地点と建設地点の長距離輸送を
実現するための実証実験

センサの多重化によるロバスト性、運用性の向上

代表者： 大成建設株式会社
共同実施者： パナソニックアドバンストテクノロジー株式会社

月面適応のためのSLAM自動運転技術の開発

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） 〇ステージ： R&D（実現可能性検証）

技術研究
開発名称

実施者

【ねらい・概要】

【内容・ポイント】

【実施イメージ】

無人建設を目的として建設機

械を制御するためには、正確に

機械の位置情報を得る必要が

ある。測位衛星システムがない

月面環境で位置情報を取得す

るため、環境情報を活用する

LiDAR-SLAM技術と人工的な

特徴点を活用するランドマーク

SLAM技術を統合し（ハイブリッ

ドSLAM） 、月面のような特殊な

環境に適応可能な自動運転技

術の構築を目指す。

R5年度のR&Dにて鳥取砂丘月

面フィールド、JAXA宇宙探査

実験棟での実証実験により模

擬月面環境へのSLAM技術の適

応が実証出来た。月面建設に

おける長距離輸送を実現する

ため、より運用性の高いシス

テムを開発する。

【月面での実用イメージ】

【地球上での応用イメージ】

特徴点となるオブジェクトが乏しいエリア
⇒ランドマークSLAMを活用特徴点となるオブジェクトがあるエリア

⇒LiDAR-SLAMを活用

トンネル坑内走行状況_ 点群データの可視化_ 山間部走行状況_
点群データの可視化_

測位衛星

自動ブルドーザ

自動ローラ
ARﾏｰｶ

ARﾏｰｶ

自動ﾎｲｰﾙﾀﾞﾝﾌﾟ

自動ｸﾛｰﾗﾀﾞﾝﾌﾟ

自動バックホウ

特徴点となるオブジェクトがあるエリア
⇒LiDAR-SLAMを活用

自動バックホウ 自動ブルドーザ

自動ローラ

自動ｸﾛｰﾗﾀﾞﾝﾌﾟ ARﾏｰｶ

特徴点となるオブジェクトが乏しいエリア
⇒ランドマークSLAMを活用

LiDAR、カメラを複数化しデータ統合する事により、ロ
バストで運用性の高いSLAM技術を開発する。

模擬月面環境で数kmの長距離SLAM自動運転に挑
戦し、多様な環境への適応性を実証する。

建設シナリオ

実験イメージ

仮想月面環境

実験ヤードイメージ
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宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４
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有人宇宙システム株式会社

トータル月面建設システムのモデル構築

〇技術分類： 技術Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －施工（全体システム） 〇ステージ：R＆D （技術研究開発）

技術研究
開発名称

実施者

【実施イメージ】【ねらい・概要】
デジタルツイン環境を利用

した「月面シミュレータ」を
開発し、以下の観点をシミュ
レータ上で検討し、月面建設
に向けての準備を行う。

探査・施工等の実施要件
に基づき、 ①月面モデル
構築、➁月面環境想定、
③全体シナリオ構築を繰り
返し検討し、実施内容・想定
事項を明確にする。

【内容・ポイント】
月面軟弱地盤における

横滑り模擬、月面広域での
土壌の模擬を行う。

月面地形、環境想定を各
実施者と共有することにより、
月面開発検討の効率化を
図る。

 土質の検討 地形の検討

資源運搬検討軟弱地盤走行地形モデル構築

 動線の検討

実施内容



スターダストプログラム (宇宙開発利用加速化戦略プログラム） Stardust Program ( Strategic Program for Accelerating Research, Development and Utilization of Space Technology )

宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

株式会社 小松製作所

デジタルツイン技術を活用した、月面環境に適応する建設機械実現のための研究開発

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －建設機械・施工 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

技術研究
開発名称

実施者

未来の現場へのアプローチ

電動化および自動化・自律化による安全で環境にやさしい高効率な
建機＜モノ＞の進化と、

現場のデータや施工計画を含むすべてのプロセスをデジタル化によりつ
なぎ、施工全体を最適化する＜コト＞の進化で、

「安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の現場」を創造する。

【ねらい・概要】
月面では現物へのアプローチが困難なため、現場環境や実機を精度良くサイ

バー空間に再現する「デジタルツイン技術」が非常に重要となる。
過年度に作成したシミュレータに対して、月面建設機械や無人自律施工技

術の開発に必要な機能の追加と精度の向上を実施するとともに、本シミュレー
タを活用して、月面建設機械の具体的な検討を実施する。
また、本R&Dで得られた知見を地上の建機や施工の高度化に活用する。

【2024年度以降の内容・ポイント】
➀ 過年度に作成したシミュレータをベースに、掘削以外に移動や積み込みも

含めた一連の作業を確認できる施工シミュレータを作成して月面施工を検
証し、月面建機を実現するための具体的な検討を実施する。

② 月面の土質調査のための掘削試験に向けて、月面で使用可能な部品や
素材を使って小型軽量の掘削試験機を開発する。

月面建設機械への適応
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掘削試験機

施工シミュレータ



スターダストプログラム (宇宙開発利用加速化戦略プログラム） Stardust Program ( Strategic Program for Accelerating Research, Development and Utilization of Space Technology )

宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

代表者： 学校法人立命館
共同実施者：芝浦工業大学，東京大学大学院，横浜国立大学，港湾空港技術研究所，

アジア航測㈱，基礎地盤コンサルタンツ㈱，ソイルアンドロックエンジニアリング㈱

月面の3次元地質地盤図を作成するための測量・地盤調査法

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －測量・調査 〇ステージ： R&D（技術研究開発） 

【ねらい・概要】月探査・基地建設に向けた測量・地盤調査法～施設設計法の構築
⚫ 月面地盤は未解明な点が多く，多くの不確実性（地質・地盤リスク）が残されている。

⚫ 宇宙シナリオ（構想）を計画・設計（技術論）に落とし込むためには「調査」が必須。

⚫ 月探査・基地建設には、月面の地形・地盤調査、地質・地盤リスクアセスメント／マネジメントが必須。

【内容・ポイント】
⚫ 無人ロボットによる地形・地質・地盤データの取得からデータの活用（設計）までを一気通貫する地盤工学スキームの体系化を目指す。

⚫ 月面の不確実性を考慮した信頼性設計の在り方を検討し、着陸機や探査ローバ等の探査リスクの低減に向けた調査ストラテジーを提案する。

技術研究
開発名称

実施者
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マッピング／モデリング／GIS 地盤解析・シミュレーション

信頼性解析・性能設計

月面土工BIM/CIMモデル

3次元地質地盤図 データ活用RGIS：月面無人地盤調査システム
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土の切削問題

3D切削モデル

支持力問題
1Gすべり線 1/6Gすべり線

車輪走行問題

ローバ走行シミュレーション
車輪－地盤モデル

FY2021地上フィールド実験結果

地上SfM/MVS処理結果地上レーザースキャニング結果 地上レーザースキャニング結果

（盛土後）（掘削後） （盛土後）

掘削問題

①非GNSS環境における測位・地形測量

②月面地盤調査ツール

③ 無人調査ロボット

④ 調査・施設設計法の確立

(a) 測位・測量システム

(b) アクティブ地震探査ツール

(c) RI密度計

(d) 載荷・せん断試験ツール

(b)

(C)

(d)

(a)
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宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

代表者： 株式会社熊谷組
共同実施者：住友林業株式会社、光洋機械産業株式会社、株式会社加藤製作所、学校法人工学院大学

索道技術を利用した災害対応運搬技術の開発

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －輸送（調査） 〇ステージ： R&D（技術研究開発） 

【ねらい・概要】
重要な課題である月面における

クレータ内部や洞窟内への物資投

入や採掘資源の運搬は、運搬路

のリスクを軽減し、作業環境対応

に優れた自動化技術が必要となる。

本開発では、安定した物資運搬

である索道技術を災害対応に活用

することで、月面での洞窟内への

物資投入や月面永久影と日照域と

の連続運搬システムの開発に向け

た技術研究開発を行う。

【内容・ポイント】
災害発生時に迅速に効率的な運

搬を可能とする技術は、インフラ等

の早期復旧など、社会的に必要性

が高い技術といえる。

地上では、架線集材の索道技術

に、架設資材を改良した簡易支柱

と可搬性の高いウインチを開発し、

遠隔化・自動化の制御により、イン

フラ等の早期復旧が可能となる技

術の開発を目標としている。

技術研究
開発名称

実施者

【実施イメージ】

クレーター内部の永久影の資源採
取、運搬だけではなく、環境変化の
少ない月面空洞の調査や基地建設
への資材運搬を可能とする。

月面洞窟内への物資投入・搬出

月面永久影と日照域との連続
運搬システム

日本独自案

災害対応

災害時の応急復旧対策として、法
面保護などに土のうは頻繁利用さ
れているが、その運搬は人力によ
るものが多く、多大な労力が必要
となり迅速性に欠けている。

簡易支柱を用いた索道運搬試験

課題
解決

簡易支柱およびウインチ

簡易支柱運搬機構

サーボモーターウインチ
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宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

代表者： 株式会社 技研製作所

回転切削圧入の施工データを利用した，月面建設の合理的な設計施工プロセスの提案と評価

〇技術分類： Ⅰ 無人建設（自動化・遠隔化） －基礎（調査） 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

技術研究
開発名称

実施者

【2024年度の実施予定内容】
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当社が考える月面開発の
建設イメージの一例
【特許第6792447号】

【 2022～2025年度全体でのねらい】
施工時情報を利用して設計施工を合理化する技術の確立と，月面適用性の確保

構造物の想定（一例）

【 2022～2025年度全体での内容・ポイント】
✓ 施工データ利用技術（地盤推定・支持力推定・自動運転）の妥当性検証（実証試験）
✓ 圧入機による簡易的載荷試験の試行（実証試験）
✓ 月面を想定した設計施工のケーススタディー

圧入力

トルク

回転切削
圧入

月の模擬砂で
土被り圧を増した
場合の妥当性は？

月面での貫入抵抗は？
(土被り圧やスケールの影響)

妥当な推定結果を
得られるか？
(地盤情報)

妥当な推定結果を
得られるか？(杭体温度)

妥当な支持力算定方法は？
具体的な設計施工フローは？

施工
データ



スターダストプログラム (宇宙開発利用加速化戦略プログラム） Stardust Program ( Strategic Program for Accelerating Research, Development and Utilization of Space Technology )

宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

月資源を用いた拠点基地建設材料の製造と施工方法の技術開発

〇技術分類： Ⅱ 建材製造 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

【ねらい・概要】
月探査活動の拠点基地建設

のための建設材料を、地球か

らロケットで運搬するためには

莫大な費用を要する。そこで、

月レゴリス（ソイル）を原料に、

太陽光発電等をエネルギー源

とし、マイクロ波やレーザー等

で加熱して、焼成物を現地で製

造し、これを建設材料に利用す

る技術のR&Dを実施する。 

【内容・ポイント】
レーザーやマイクロ波等によ

る加熱製造技術の品質や製造

効率の改善を進めるとともに、

真空や低重力などの月面環境

での適用可能性を検証する。

連続製造や自動施工の検討に

も取組む。無機繊維などの焼

成物以外の材料についても開

発を進める。本技術開発の地

上利用や類似技術に対する優

位性を明確にする。

技術研究
開発名称

実施者

【実施イメージ】
月模擬砂

試験には月の模擬
砂を使用。
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代表者： 株式会社大林組
共同実施者：名古屋工業大学、レーザー技術総合研究所

多様な形状の造形物
の製造

レーザーを用いた建設材料製造システムの開発

形状多様化の検討、レーザー再加熱による曲げ強度改善、真空中で
の積層造形の検討、粉体搬送や積層造形のシミュレーションを行う。

1/6g, 真空中でのレー
ザー造形シミュレーション

真空中でのレーザー
積層造形試験装置

マイクロ波を用いた建設材料の製造システムの開発

高強度化を目的とした最適加熱プログラム検討、各種シミュラントへの適用性検討、
無重力環境下での検証装置の開発を行う。

高真空下でのマイクロ波製造試験

焼成物以外の月
資源を用いた建
設材料の製造技

術の開発

多くの用途が期待で
きる無機繊維につい
て開発を進める。

マイクロ波加熱現象推定

化学構造評価

真空容器

海の模擬砂

高地の模擬砂



スターダストプログラム (宇宙開発利用加速化戦略プログラム） Stardust Program ( Strategic Program for Accelerating Research, Development and Utilization of Space Technology )

宇宙無人建設革新技術開発推進プロジェクト２０２４

代表者： 清水建設株式会社
共同実施者：太陽工業株式会社、学校法人東京理科大学

月面インフレータブル居住モジュールの地上実証モデル構築

〇技術分類： Ⅲ 簡易施設建設 〇ステージ： R&D（技術研究開発） 

【ねらい・概要】
月面へ持っていけるモノの重量や寸法はロケットに搭載可能な範囲に限定されるため、畳んで運び現地で展開し大きな空間を作れれば、一

度の輸送でより多くのモジュールを輸送でき、輸送コスト削減に繋がる。本技術開発では膜構造を利用し、畳んで運べて現地で展開できる月

面インフレータブル（膨張型）居住モジュールの地上実証モデル構築を目指す。

【内容・ポイント】
月面居住を実現するためには高真空、厳しい昼夜温度差など月特有の環境に耐える素材や構造で居住空間を作る必要がある。これまで

にスケールモデル等を用いて高強度膜材による膜構造の基本設計を行い、状態把握や形状制御のための自律分散型モニタリング・制御シ

ステム、および展開時の動きや構造強度を把握するための解析モデルを開発してきた。今年度は要素毎の検討を統合し、フルスケールモデ

ル製造時の課題を解決する。

技術研究
開発名称

実施者
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月面インフレータブル居住モジュール
（想像図）

初期状態
（展開前）

 

 

 

 

 

  

 

 

完了状態中間状態
様々な形態を取る

数値解析による構造強度計算

1/10スケール模型の展開の様子
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月面における展開構造物の要件定義および無人設営検討の技術開発
技術研究
開発名称

実施者
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【ねらい・概要】
初期段階の月面基地建設で

は、資材輸送量の削減と現地

建設作業の省力化が望ましい。

本開発では、FS性の確認で

きた各種の自動展開構造技術

の中から、無人・有人の各探査

フェーズにおける需要をもとに、

要求性能や設置方法を明確に

しつつ、最も効果的な対象構造

を選択して自動展開・無人設営

のR&Dを実施する。

【内容・ポイント】
非与圧構造の防護シェルター

や発電・蓄電ユニット等のイン

フラ機器ならびに与圧が必要な

居住モジュールについて、将来

的な月面等宇宙開発における

活用の可能性と提案する技術

研究開発が実現した際の社会

的効果、あるいは類似技術に

対する優位性の確認を含めた

技術的革新性を明確にする。

【非与圧型構造の検討】

代表者： 株式会社大林組
共同実施者： 宇宙航空研究開発機構、 室蘭工業大学、 サカセ・アドテック

改良型SAP展開機構BBM【与圧型構造の検討】

令和五年度は太陽光発電の効率を向上す
る目的で昨年度までのモデルに追加してSAP

の水平展開機構ならびに太陽光追跡機構の
開発とBBM製作を行った。また、タワー支柱
のCFRP製双安定性ブームに関して、実機の
1/2サイズまでの製作性を実証した。

令和六年度以降は、これまでのBBMで確認
された展開機構の更なる洗練と、その機構が
実物大で実現できることの確認のための構造
解析を伴う実機設計検討や実大部材の製造
性検討を行う。

令和五年度はインフレータブル構造の上に埋
設材である月レゴリスを土塁状に埋設した状
態での応力解析（2次元平面ひずみ状態）を行
い、その力学的挙動と構造成立性を確認した。
また、居住モジュール建設の無人化を推進す
る目的で内部構造の展開機構を検討した。

令和六年度以降は、これまでの成果を引き
継いで要素技術の開発検討を行い、解析評価
を精緻化・具体化する。また、居住モジュール
内部展開機構はBBM製作確認などを通してイ
ンフレータブル構造へ組み込んだ場合の動作
確認等を行う。

実機1/2サイズCFRP部材

埋設インフレータブル
構造の応力解析例

居住モジュール内部展開機構の試作モデル

〇技術分類： Ⅲ 簡易施設建設 〇ステージ： R&D（技術研究開発）
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実大パーツ

ソーラー
モジュール

永久影
水採取や

資源プラント
のテスト

オーバーハング
滞在モジュール

小型クレーター
直径 = 200～1000m

「極域」へのセットアップ

狭隘部の
高密度緑化

代表者： 東京大学
共同実施者：九州大学、竹中工務店、宇宙航空研究開発機構

月の極域および縦孔での滞在開始用ベースキャンプの最少形態と展開着床機構の開発

〇技術分類： Ⅲ 簡易施設建設 〇ステージ： R&D（技術研究開発）

【ねらい・概要】
月の「極域」や「縦孔」に滞在を
開始し拠点となる「ベースキャン
プ」を「最少」の構築物で素早く
設営する「展開着床機構」を開
発する。長期滞在への「実証」
自動建設や各探査の「支援」と
もなる。予備探査のため「小型
実証試験機」も構想する。

【内容・ポイント】
「滞在モジュール」を孔底へ着
床させ「インフラ」を月表面に配
備する。搬送を少なくするため
に折り畳んでおきパッシブな制
御で半自動で展開着床させる。
「花柄ディンプル」を散りばめた
外皮と内蔵高床と「非平坦地」
への接地脚の同時展開、リフト
を吊る「張弦構造」、「ハサミム
シの翅」を模したソーラーパネ
ルといった展開機構が小型モッ
クアップで検証されており実大
規模の設計へ移行していく。
滞在モジュールの狭隘部は「高
密度緑化」で活用する。

技術研究
開発名称

実施者

【実施イメージ】 滞在モジュール

枕型多面体の曲線折り畳み 接地脚

ソーラーモジュール 2基

ハサミムシの翅

ケーブル
リフト

貨物コンテナ

オーバーハング
モジュール

片持15mの
張弦構造

滞在モジュール
搬送コンテナ

縦孔：宇宙線や隕石から守られ温度
差の少ない滞在に適した環境と予
想されている。

滞在モジュール

「縦孔」へのセットアップ

オーバーハングモジュール

ソーラーモジュール

４

一体モジュール

実大多面体モックアップ

実証試験機
格納状態

小型実証試験機
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